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Ⅰ.令和４年度事業計画の策定にあたって 

  本学院は、明治 9 年に創設された曹洞宗立の私立学校が基であり、中部地区で最も古い歴史と伝

統を持っている。本法人の設立趣旨である仏教精神を基とした「行学一体」の人格形成に努め、「報

恩感謝」の生活のできる社会人を育成し、広く社会の発展に貢献することを教育理念に掲げてい

る。 

  現在、本学院は、楠元キャンパス、末盛キャンパス、光が丘キャンパス、日進キャンパス、名城公 

園キャンパスの 5 キャンパスに愛知学院大学大学院（9 研究科）、愛知学院大学（10学部 16 学科）、愛

知学院大学短期大学部（1学科）、愛知学院大学歯科技工専門学校、愛知高等学校及び中学校並びに愛

知学院大学歯学部附属病院を置き、教職員 1,000 余名、学生・生徒約 14,000 名、また、経済界を始め

各界でリーダーとして活躍する同窓生 15 万名以上を有する大規模学園となった。また令和 4 年 4 月

より心身科学部心理学科を心理学部心理学科として新設することにより歴史ある教育の伝統を生かし、

より自由で可能性に満ちた専門教育を推進していく。 

 従来からの若年層の人口減少や大学の定員超過規制の厳格化による学生確保の問題に加え、昨今 

の新型コロナウイルス（COVID-19）のパンデミックに伴うオンライン授業や課外活動の制限など感染

予防対策を講じながら、教育の質の確保が大きな問題となっている。また学校法人のガバナンス体制

に対する社会から目も厳しくなり、学校を取り巻く環境は刻一刻と変化している。 

  このような社会の中で、本学院では、「持続可能な開発目標」の 17 の項目について取り組むべく、

ＳＤＧs 学習の推進を通して学生に論理的思考力と問題解決力を育み、民間企業や他の大学、自治体

との産官学の連携を通して質の高い教育を推進していく。また、末盛キャンパスの再開発を推し進め、

短期大学部歯科衛生学科、歯科技工専門学校、薬学部とも連携した総合歯科教育を実現し、心理学部

心理学科や心身科学部健康科学科、健康栄養学科とも協働し、多職域と連携し進めて行くことで、歯

学教育の充実を目指している。 

 上記のような学生・生徒への教育環境を維持・向上させるためには、安定した経営を行う必要があ

る。そのために、本学院は経常的な経費の支出内容を見直すとともに、更に教育研究を発展させるた

めの投資を進めて行かなければならない。 

本学院では、創立 150 周年（2026 年）に向け、2020 年 3月に中長期計画を策定し、この中長期計画

を実現させるため、2022 年度に取り組むべき具体的な課題を事業計画として取り上げる。あらゆる社

会状況の変化に対応できるよう大学・短期大学部・専門学校・高等学校・中学校の各学校及び法人部

門において、必要な施策を講じる。 
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【 学校法人愛知学院中長期計画書 （令和２年度～令和６年度） 】 

（長期目標） 

■組織・管理・財務

・ガバナンス強化、迅速かつ適切な意思決定のための体制強化を進め、重要な経営計画を着実に遂行

する。

・教職員の定員管理及び教員数の見直し、事務組織及び事務職員数の見直しを進める。

・学納金以外の収入を獲得する具体策の検討。

・経営基盤の保持と学生・生徒の安定的な確保に努め、効率的な経費配分と無駄な支出の抑制を進め

る。

■施設環境について

・学修や研究に適した安全で充実したキャンパス環境の整備を行う。

・老朽化している施設の建て替え、リニューアル等の検討を進め、施設の統廃合を日進キャンパス、

光ヶ丘キャンパス及び楠元キャンパスにて行う。

■教育について

・多様な学生及び時代に適応した教育方法や組織の実現を目指す。

・学位プログラムを中心とした大学制度、複数の大学等との連携及び高大連携強化を進める。

・本学院の強みを把握し、学生・生徒が入学したいと思う魅力的な学校の実現を目指す。

・自分の未来を卒業することで得ることができる学校であることを示す。

・大学院、大学、短大、各学校における学生・生徒の定員見直し及び開講科目の適正化を検討する。 

・地域の中核となる本学の存在価値を高める。

（中期目標） 

■組織・管理・財務

・ガバナンス機能の強化及びガバナンス・コードの制定

 適切なガバナンスを確保し権限と責任を明確にする。また、法人と各設置校との意思決定の効率

化・迅速化を図るとともに、本学の学生・生徒及び保護者をはじめ、職員、地域社会等へ透明・公

正かつ迅速・果断な意思決定を提示していく。 

・事務組織の見直し

抜本的な業務の見直しを行い、生産性の向上及び業務の効率化を図る。 

・財務状況の健全性の維持

 財務健全化（黒字化）に努めるため、具体的な資産（資金）の有効活用と、効率的な予算配分及

び全般的にコスト管理を徹底することで、高い純資産構成比率を維持し、教育・研究の更なる充実

及び施設整備に投資する。 

・病院経営改善のさらなる強化

 赤字経営からの脱却を目指して、無駄な支出を抑えるとともに収入増になるよう改革をさらに進

める。 
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・執行役員制度のさらなる強化

 執行役員には、業務を司る責任者としての位置づけを明確化し、円滑に業務遂行が出来るよう執

行役員制度を活用する。 

■施設環境について

・日進キャンパス施設の再整備

  学生の教育研究の充実に資する規模の「スマートキャンパス」とするため、不必要となる施設の

取り壊し及び改修工事を行うなど再整備を検討する。 

・末盛キャンパス月見坂敷地に新館建築

  2022 年竣工を目指し、末盛キャンパス歯学部附属病院北館耐震問題の対応を進める。 

・光ヶ丘キャンパス再整備検討

 若年層の人口減少を鑑み、中学・高校の定員、教育方法、部活動のあり方などを総合的に検討し、

キャンパスの再整備を進める。

■教育の質の保証について

・大学・短大・高等学校・中学校における教育内容の見直し、教育の質的向上の徹底

 各学校が「強み」や「特色」を明確化し、地域に根差し貢献できる魅力的な教育機関を目指し、

地域産業や地域コミュニティとの連携を深め、地元の活性化に貢献する。 

また、従来のモデル（日本人を主な対象）から脱却し、将来の社会変化を見据え、社会人や留学

生を積極的に受け入れる体質転換と多様な価値観が集まるキャンパスの実現を目指す。 

さらには、学生・生徒の定員及び開講科目の見直しを行い、教職員の定員管理を検討する。 

・教職員の人材育成（建学の精神を浸透させ、業務に活かしていく）

 教員の FD（ファカルティ・ディベロップメント）活動をさらに積極的に展開 

 職員の SD（スタッフ・ディベロップメント）研修の充実 
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Ⅱ．愛知学院大学 

１．教育活動の充実 

①ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーの一体性、整合性の確保

▪愛知学院大学第 1 次中期目標最終年度につき、各学部のカリキュラムマップを再点検する。

▪大学院の科目ナンバリング、カリキュラムマップを整備する。

▪すべての学部・研究科のシラバスにおいて、科目とディプロマ・ポリシーとの関連を表示するこ

とに努める。

▪学部・研究科内におけるシラバスの第三者チェックにおいて、検証項目として取り組む体制整備

を引き続き進める。

▪各学部・研究科において策定されたカリキュラム・ポリシーやディプロマ・ポリシーに基づき、

これらに対応した教育が実現できるよう、環境整備を含めた施策を進捗させる。 

②カリキュラム・ポリシーに基づく体系的な履修体系の確立

▪第 1 次中期目標最終年度につき、各学部のカリキュラムツリーを再点検する。

▪シラバスの第三者チェックを強化する。

▪大学院の科目カリキュラムツリーを整備する。

③アクティブ・ラーニングの推進

▪教育開発研究センターにおいて、アクティブ・ラーニングワーキンググループを中心に計画の立

案を行い、当センターの委員会での検討を目指す。

▪情報処理教育センターにおいて ecip-lan の拡張工事を行い、9 号館 3 階にアクセスポイントを増

設する。貸出用モバイル PC（45 台）が 3 階の教室全体で利用可能となり、アクティブ・ラーニン

グに対応可能となる。積極的な告知を行い、教員全体に周知を図る。

④ICT を活用した教育の充実

▪教育開発研究センターにおいて、ICT 活用ワーキンググループを中心に計画の立案を行い、当セ

ンターの委員会での検討を目指す。

▪Microsoft Teams の支援体制について、基本的操作のマニュアル整備・拡充を進める。

▪コロナ禍終息後、対面授業における Teams や Forms の活用に向けて、全キャンパスを通じ、より

応用的な利用方法を提供できるよう積極的な情報収集を行う。 

▪情報処理教育センターにおいてサーバー更新に伴う最新のソフトウェアを提供することで、既

存パソコン教室でしか学修できない環境を整備する。 

▪情報処理教育センターにおいて貸出用モバイル PC の稼働率を高め、日進キャンパスにおけるア

クティブ・ラーニングの基礎を構築する。

▪次期教務系基幹システムの検討を行う中で、ポートフォリオやアプリ機能の充実を図る。

⑤FDの推進、教育評価の推進

▪教育開発研究センターにおいて、教育の活性化事業の各委員を中心に全学 FD 研究会、研究授業

等の計画立案・実行を目指す。 

▪学部・学科単位でカリキュラムについて学生からの意見を聴く制度を設ける。

▪オンライン授業だけではなく、対面授業における Teams や Forms の活用方法について他大学の

事例を検討する。 

▪情報処理教育センターにおいて 9 号館 3 階のモバイル PC 活用について、利用頻度を注視すると
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ともに教員アンケート等を実施し、今後の活用に役立てる。 

⑥教学 IR を活用した教育成果の確認・評価と学修成果の可視化の推進

▪授業アンケート、学修状況実態把握に関するアンケートの実施・公開を継続して行う。

▪教育開発研究センターにおいて、アンケート結果を基に FD 活動等へのフィードバックを図る。

▪カリキュラム・マトリックスの全学部・研究科への更なる普及を目指す。

▪修学指導（「注意」「警告」）となった学生の学修状況動向を追跡調査する。

⑦学生の目的、達成すべき質的水準や実施方法の策定と実施

▪学修ポートフォリオシステム導入の検討・構築に着手し、早期運用を目指す。

▪アセスメントプランに基づく、ディプロマ・ポリシーに応じた学生の成果状況を可視化し、結

果に基づき、改善・向上に向けた検討を行う。 

▪「学修状況実態把握に関するアンケート」の継続的実施に努める。

▪コロナ禍前（過去）と現在の学修傾向の分析から、アフターコロナ（未来）で対応すべきアセス

メントを検討し更に進捗させる。

２．研究活動 

①教育の基盤となる研究活動の充実を図るため、研究環境整備の推進

▪科学研究費助成事業（以下「科研費」という）に係る経理等業務管理システムの導入実現に向け

て引き続き関係部所と協議する。 

▪複数の科研費による共同利用設備の購入制度を整備する。

▪競争的資金にかかるバイアウト制度導入の検討を行う。

▪科研費入金前伝票執行制度（2021 年度より 20 万円以上の備品のみ導入）を費目拡大し、年度初

旬 の 4 月から科研費を使用して研究が開始できる環境を整える。 

②科研費を中心とした外部資金の積極的な獲得

▪全学的な申請数底上げのため、募集案内等の積極的な周知を行う。

▪科研費の新規採択数向上のために 2021 年度は動画講座配信を行ったが、引き続きオンラインや

対 

面による学内説明会、勉強会を開催する。特に文系・理系に特化した勉強会の開催を計画する。 

▪科研費等外部資金獲得者へのインセンティブ導入の検討を行う。

③研究成果の積極的な発信

▪研究成果のうち知的財産（特許、意匠等）に関わる成果を研究支援課ホームページに掲載してい

るが、2022 年度に予定しているホームページリニューアルに伴い、共同研究、受託研究、奨学寄

附金（財団等助成金含む）等による研究について掲載し情報発信を行う。 

④産官学連携活動の推進

▪産官学連携活動の活性化を図るために、研究支援課管轄業務である共同研究、受託研究、奨学寄

附金（財団等助成金含む）の獲得を奨励する。 

▪産官学連携活動に伴い発生する各種契約のリーガルチェックを引き続き専門家に依頼して行い、

産官学連携活動の適正化を図る。 

▪規程や申請様式等の見直しを行う。

▪特許、意匠等の知的財産の出願及び権利化（製品化、ライセンス契約）を支援し、法人としての

ライセンス収入獲得を図る。

学生確保（資料）-8



⑤研究者倫理、コンプライアンスの周知・徹底の推進

▪2021 年度に研究者全員への研究倫理教育として、e ラーニングコース[eL CoRE]の受講を実施し

たが、新規採用者などの未受講者に対して引き続き実施していく。

▪「コンプライアンス・研究倫理教育」を適切に実施するために、コンプライアンス推進責任者及

び研究活動上の不正行為防止の最高管理責任者を中心とする規程及び体制整備を働きかける。

▪文部科学省ガイドラインに基づく啓発活動のためのポスター作成、リーフレットの改定を行う。 

３．社会連携 

①リカレントを中心とした「社会人の学び直し」の推進

▪公開講座、オープンカレッジを中心に社会人の学び直しのニーズを捉えて講座を開設する。講義

だけではなく、学生と一緒に学ぶ演習などに参加する機会をつくる。

▪コロナ禍で休止していた開放講座について、2023 年度再開に向けた準備、募集活動を行う。

②社会連携課を中心とした自治体との連携強化、地域との協定の推進

▪社会連携事業において、自治体との連携を深化させ緊密に協議できる関係性の構築を目指す。

▪地域との協定を結び、具体的なニーズを発掘し、継続的な取り組みにつなげていく。

③文化・生涯学習関連プログラム及びイベントの実施

▪各自治体と連携した連携講座を実施する。

④社会連携活動の積極的な情報発信

▪大学の各種ホームページにおける発信と、報道機関へのリリース提供を行う。

▪報告書を作成して関係先への配布を行う。

４．国際化の推進 

①海外大学との協定締結や派遣プログラムの推進

▪2022 年度は国際交流センターの幹事が中心となり、JAFSA 事務局からの情報を基に北米のカナ

ダやアメリカ合衆国で新たな提携先を探し、包括的な学術交流協定と学生交換協定の締結を進め、

コロナ禍が収束した後に交流が開始できるよう引き続き準備を進めていく。

②海外インターンシップの拡大

▪海外インターンシップについて「知る・触れる」機会の創出及び情報を提供する。

▪学外提携先による海外インターンシップ学内説明会を開催する。

▪海外インターンシップの拡充をはかるための情報収集を行う。

③グローバル人材育成のための授業等の推進

▪現在、心身科学部（海外健康・スポーツ論）と教養部（日本の文化と社会）ではグローバル人材

育成のための幅広い講義としてオムニバス授業が行われているが、他学部でも同様な授業の取り

組みの促進について国際交流センター委員会で各学部の状況を把握し、検討を進めていく。

④海外協定校からの学生受入の推進

▪2022 年度の春学期にアメリカ合衆国（1 校）とカナダ（2 校）へ短期研修を募集する計画を予定

しているが、コロナ禍に伴う日本の水際対策の状況を注視しながら受入れの準備を進めていく。
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５．多様なニーズに応じた学生支援 

①学生の心身に関する健康制度、生活相談の充実

▪新型コロナウイルスの感染減少と対面授業の再開に伴い、健康診断受診者数の受診率アップと

学生の QOL 向上のために保健センターの活用を促す。

▪学生の心身に関する相談窓口を日進・名城公園・楠元キャンパスに設置し、認知度を高める。

▪学生相談を従来の対面による面談に加え、電話・メールの他、リモートによる面談を実施し、少

しでも学生生活の不安を解消することを目指す。 

②きめ細かな就職支援の充実

▪各学部・学科の教員と連動したキャリア支援体制を構築する。

▪電子化した進路登録情報に基づくキャリア支援・就職情報等を提供する。

③Ｕターン就職支援の充実

▪就職支援協定を結ぶ各県との情報共有や支援行事を開催する。

▪希望勤務地に応じた就職情報の積極的な周知を行う。

④資格対策講座の充実

▪就職採用試験筆記対策として低学年から準備できるよう基礎コースを新設する。

▪公務員採用試験面接対策を強化する。

⑤障がいのある学生に対する支援の充実

▪支援を要望する学生とその保証人からの相談内容に基づき、当該学部長、教養部長を始め、修学

支援を担当する部課所等が修学や就職支援など、要望事項についての話し合いを行い、学生・保証

人と本学双方の合意による支援を行う。特に受講科目や授業内容によって何らかの支援や配慮が

必要な場合は、学部長等を通じて科目担当者に連絡し、関係者が協同して障がい学生の学習・教育

環境の整備を図る。

▪入試、学生課等との連携を図り、障がいのある学生に対して、授業、試験等の配慮を学部、担当

教員へ依頼、必要な施設設備充実を継続的に実施する。

▪学外支援機関の情報収集及び連携を強化する。

▪キャリアセンター就職課内における障がい者等対応手引きを策定する。

６．入試制度 

①アドミッション・ポリシーに基づく多様な入学試験の検討・実施

▪アドミッション・ポリシーに基づいた最適な入試制度になっているかを入学試験種別毎に入学

後の追跡調査により分析。最適な入試制度でない場合は、入試制度の見直しを検討する。 

②受験生の動向分析を踏まえ、意欲ある学生確保に向けた学生募集戦略の展開

▪在学生のヒアリングにより、本学の魅力を「大学での成長感の大きさ」と位置づけ、「さあ、自

分イノベーション」をブランドコンセプトとした。2022 年度はより定着させるための広報展開を

目指す。

③高大接続改革に対応した入試制度の検討

▪高大接続入試が全学部で実施可能か検討する。

▪学習指導要領改訂にともなう入試制度の具体的な検討に入る。

④併設校との連携による入試制度の検討

▪愛知高校のコース制に対応した連携事業を検討する。
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７．情報公開・広報 

①社会的責任を果たすための積極的な教育研究活動等の情報発信の推進

▪学内での教育研究活動について、ホームページ・Facebook 等による発信強化に努める。

▪機関リポジトリによる学内研究成果の発信による研究力の発信を強化する。

②卒業生に本学の最新情報を提供し、卒業後のつながりを維持

▪ホームカミングデーを実施し、卒業生との連携強化を目指す。

③学内外への広報の積極的展開

▪学内サイネージを設置し、学生及び教職員に対し学内広報の徹底を図る。

④多様な広報媒体による情報発信でブランド力強化の推進

▪大学ホームページ、Facebook 等を活用すると共に、報道関係へのリリース強化を図る。

８．教学組織 

①教学マネジメント体制の確立

▪教務委員会及び教育開発研究センター運営委員会においての審議事項を確実に内部質保証推進

会議へ連携できる情報伝達経路（フィードバックを含む）の更なる精度の向上を図る。 

②意思決定機能の強化

▪各会議体・組織における IR を活用した意思決定の更なる精度向上に努める。

③内部質保証システムの構築の徹底

▪各会議体での審議事項については、上位会議組織への情報提供・共有や調整を実施するようあら

ためて周知徹底する。 

④大学運営に関わる教職員の知識、能力及び資質等の向上を目的とした SDの推進

▪学部・研究科 FD の積極的な広報及び SD への参加促進を継続的に実施する。

▪複数の異なるテーマや研修方法を選定し、知識及び技能の習得による資質向上を更に加速させ

る環境整備に努め、教職員全員の参加促進を継続実施する。 

⑤コンプライアンス体制の整備

▪本学が制定している各種コンプライアンスに関する規程の周知を行い、教職員のコンプライアン

ス違反を未然に防ぐ。

▪大学基準協会からの審査結果に基づいた措置・対応を継続的に実施し、次の受審時に指摘されな

いようコンプライアンス体制の整備を適宜検討していく。 

９．財務体制の強化 

①入学定員の充足による安定した学納金収入の確保

▪各教育機関の PRを強化する（広報戦略と連携）。

▪入学年度毎の学納金納付一覧を開示する。

②退学者減少に努め、収容定員充足率確保の徹底

▪退学率減少に向けた対策への特別予算化を図る。

▪奨学金充実に向けた検討を行う。

③必要経費の見直しによる収支バランスの改善

▪事業活動収支計算書における「教育活動収支」の黒字化を目指す。

▪人件費比率の縮小を図る。
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▪新規収入（収益）部門の設置を検討する。

▪予算配分の適正化を図る。

▪組織の見直しにより経費を節減する。

④積極的な外部資金(寄付金、補助金等)獲得に向けた取組の充実

▪創立 150 周年に向けた寄付金事業を開始する。

▪補助金（大学改革推進等補助金 等）獲得を目指す。

▪資金運用の強化を図る。

▪企業等へ本学研究者の研究テーマを積極的に開示し、研究助成の獲得を目指す。

▪確保（獲得）に向けた業務改善への予算充実化を図る。

▪外部資金獲得による間接経費の増加を図る(クラウドファンディングの検討等)。

１０．歯学部附属病院 

①安全・安心で良質な医療の提供に向けた取り組み

『医療安全推進及び院内感染対策』 

・医療安全推進委員会及び院内感染対策委員会を各月１回開催し、情報の収集、周知及び改

善が必要な事項の対策検討、マニュアル等の改訂を行う。

・院内従事者を対象とした「医療安全セミナー」及び「院内感染対策委員会主催講演会」を

各２回以上実施する。

・放射線診療に従事する者に対する「診療用放射線の安全利用に係る職員研修」を年１回以

上実施する。

・新型コロナウイルス感染症に対応した BLS（一次救命処置）の講習会を実施する。

・末盛キャンパス建設整備計画に伴い、診療室内に口腔外バキュームを増設し、新型コロナ

ウイルス等の感染対策を整えた診療体制を整備する。

『病院情報システムの強化』 

・患者情報等の適切な情報連携及び安全・安心で良質な医療の提供のため、病院情報システ

ムの機能強化の検討及び「電子カルテ（医科）」の稼働開始を予定している。

②経営改善に向けた取り組み

▪歯学部と連携を強化し、末盛キャンパス建設整備計画と連携して、下記の方策を検討する。

『収入増加に対する方策』

・診療単価の増加、カルテ審査の実施、保険算定に関する勉強会の開催、自費診療分野の拡

大、診療体制の効率化、専門性の高い手術の増加。

『支出削減に対する方策』 

・器材、器具の共有化による経費削減の検討、既存契約の見直しを行い、既存・新規取引業者

と交渉を行う。

・末盛キャンパス建設整備計画に伴う南館診療室のフロア再編を実施し、診療効率の向上を

目指す。
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『患者サービスの向上』 

・医科系診療部の認知度向上、医療連携の強化、定期的な患者ニーズの把握及び学内連携を

推進する。

・電子掲示板の有効活用及び病院ホームページの拡張による外部への情報発信を強化する。

・末盛キャンパス建設整備計画に伴う南館診療室のフロア再編に合わせて患者に分かりやす

い診療科名を検討する。

③臨床教育の充実

▪研修歯科医の研修内容の充実、本学の将来を担う若手ドクターを増やすための魅力的な病院、

治療内容を検討する。
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資料2

（単位：円）

1年 240,000 640,000 439,000 1,319,000

2年 - 650,000 398,000 1,048,000

3年 - 660,000 408,000 1,068,000

4年 - 670,000 418,000 1,088,000

合計 4,523,000

1年 200,000 665,000 234,000 1,099,000

2年 - 665,000 199,000 864,000

3年 - 665,000 199,000 864,000

4年 - 665,000 199,000 864,000

合計 3,691,000

1年 200,000 805,000 320,000 1,325,000

2年 - 805,000 300,000 1,105,000

3年 - 805,000 300,000 1,105,000

4年 - 805,000 300,000 1,105,000

合計 4,640,000

1年 200,000 720,000 330,000 1,250,000

2年 - 730,000 290,000 1,020,000

3年 - 740,000 290,000 1,030,000

4年 - 750,000 290,000 1,040,000

合計 4,340,000

1年 280,000 680,000 308,500 1,268,500

2年 - 680,000 307,500 987,500

3年 - 680,000 307,500 987,500

4年 - 680,000 332,500 1,012,500

合計 4,256,000

愛知大学

名古屋学院大学

競合校との学生納付金の比較

入学金 授業料
初年度
合計

大学名 学部 学科 その他学年

経済学 経済学愛知学院大学

名城大学

中京大学

各大学ホームページより

経済学経済学

経済学経済学

経済学 経済学

経済学 経済学
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愛知学院大学
「経済学部 経済学科」

入学定員増に関するニーズ調査
結果報告書

【高校生対象調査】

令和５年２月

株式会社 進研アド

Ⓒ Shinken-Ad. Co., Ltd. All Rights Reserved.

資料3
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１．調査目的

３．調査項目

2024年４月に予定している愛知学院大学「経済学部経済学科」の入学定員増構
想に関して、高校生からの進学ニーズを把握する。

高校生対象調査

• 性別

• 高校種別

• 高校所在地

• 所属クラス

• 高校卒業後の希望進路

• 興味のある学問系統

• 愛知学院大学「経済学部経済学科」の特色に対する魅力度

• 愛知学院大学「経済学部経済学科」への受験意向

• 愛知学院大学「経済学部経済学科」への入学意向

２．調査概要

高校生対象 調査概要

高校生対象調査

調査対象 高校２年生

調査エリア 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

調査方法 高校留置き調査

調査
対象数

依頼数
（依頼校数）

18,001名（92校）

有効回収数
（回収校数）

10,301名（74校）
有効回収率：57.2％

調査時期 2022年11月22日（火）～2022年12月21日（水）

調査実施機関 株式会社 進研アド
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高校生対象 調査結果まとめ
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高校生対象 調査結果まとめ

※本調査は、愛知学院大学「経済学部 経済学科」に対する需要を確認するための調
査として設計。愛知学院大学の主な学生募集エリアである岐阜県、静岡県、愛
知県、三重県に所在する高校の高校２年生に調査を実施し、10,301名から回答を得
た。

• 回答者の性別は、「男性」が45.7％、「女性」が54.1％である。

• 回答者の在籍高校種別は「公立」が62.8％、「私立」が37.2％である。

• 回答者の在籍高校所在地は、愛知学院大学の所在地である「愛知県」が54.5％

で最も多い。次いで「静岡県」が15.7％、「岐阜県」が15.6％である。

• 回答者の所属クラスは「文系クラス（文系コース）」が70.9％を占め、最も多い。次

いで「理系クラス（理系コース）」が13.3％、「その他」が9.0％と続く。

回答者の属性

高校卒業後の希望進路や興味のある学問系統

• 回答者の高校卒業後の希望進路を複数回答で聴取したところ、「私立大学に進学」

の割合が65.7％で最も高い。次いで「国公立大学に進学」が27.9％、「専門学校・専

修学校に進学」が21.1％と続く。私立大学への進学志望者が多いことから、愛知学

院大学がターゲットとする対象に調査を実施出来ていると考えられる。

• 回答者の興味のある学問系統を複数回答で聴取したところ、「経済学部 経済学

科」の学びと関連する「経済・経営・商学」が27.1％で最も高い。次いで「文学（心

理学、考古学、地理学、歴史学、哲学など含む）」が20.0％、「教員養成・教育学」

が14.6％と続く。
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高校生対象 調査結果まとめ

愛知学院大学「経済学部経済学科」の特色に対する魅力度

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の特色に対する魅力度（※）は、すべての項

目で６割を超えており、３項目中２項目では７割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ａ．中部圏のビジネスや行政の中心地・名古屋都心に立

地する名城公園キャンパスのメリットを生かし、近隣の金融機関や行政機関より招

いた多彩な講師陣から、実践的かつ最新の経済事情について学ぶことができま

す。」（74.0％）である。

次に魅力度が高いのは、「Ｃ．税について学ぶ租税制度論を新たに設置することに

加え、大学院と連携して学ぶことにより、税理士等の国家資格の取得や国税専門

官といった公務員など、専門的な職業人としての能力を身につけます。」（71.4％）、

さらに「Ｂ．持続可能な開発目標(SDGs：Sustainable Development Goals)に関連す

る環境政策論や農業政策論といった科目を新たに設置。経済政策を深く学ぶこと

により、公務員や公益法人など公共的分野での活躍をめざします。」（69.3％）と続

く。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値
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愛知学院大学「経済学部経済学科」への受験意向・入学意向

高校生対象 調査結果まとめ

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」を「受験したいと思う」と答えた人は、18.5％

（10,301名中、1,909名）である。

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」を「受験したいと思う」と答えた1,909名のう

ち、愛知学院大学「経済学部 経済学科」に「入学したいと思う」と回答した人は、

66.8％（1,276名）である。

愛知学院大学「経済学部経済学科」への入学意向者数

※ここからは、愛知学院大学「経済学部 経済学科」に対して、Ｑ４で「受験したいと思う」
と回答し、かつ、Ｑ５で「入学したいと思う」と回答した人を愛知学院大学「経済学部
経済学科」の入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は12.4％（1,276名）で、予定している入学定員数

270名を大きく上回る入学意向者がみられた。

＜属性別＞

◇高校所在地別

• 愛知学院大学の所在地である「愛知県」の高校在籍者からの入学意向は14.2％

（5,614名中、797名）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者が

みられた。

◇所属クラス別

• 「文系クラス（文系コース）」に所属している回答者の入学意向は14.1％（7,307名

中、1,033名）と、予定している入学定員数を３倍以上上回る入学意向者がみられ

た。

学生確保（資料）-20



高校生対象 調査結果まとめ

◇高校卒業後の希望進路別

• 「四年制大学に進学」を考えている回答者の入学意向は14.6％（7,922名中、

1,160名）と、予定している入学定員数を４倍以上上回る入学意向者がみられた。

そのうち、愛知学院大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考え

ている回答者の入学意向は15.8％（6,764名中、1,072名）と、予定している入学定

員数を３倍以上上回る入学意向者がみられた

◇興味のある学問系統別

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の学びと関連する「経済・経営・商学」に興味

がある回答者の入学意向は31.7％（2,796名中、887名）と、予定している入学定員

数を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

さらに精緻な条件下での、愛知学院大学「経済学部経済学科」
への入学意向者数

※入学意向者の条件をさらに精緻に設定して、Ｑ１で「国公立大学に進学」または「私立
大学に進学」と回答し、かつ、Ｑ２で「経済・経営・商学」に興味があると回答した、愛
知学院大学「経済学部 経済学科」の入学意向者について分析する。

• 精緻な条件下での入学意向は33.4％（2,552名中、853名）で、予定している入学

定員数270名を３倍以上上回る入学意向者がみられた。そのうち、私立大学進学

意向者に絞っても、入学意向は34.9％（2,292名中、801名）と、予定している入学

定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられた。

ターゲットの条件をより精緻に限定しても、入学意向者の数は、予定している入学

定員数270名を大きく上回っている。
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高校生対象 調査結果
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文系クラス
（文系コース）

理系クラス
（理系コース）

コース選択は
ない

その他 無回答

全体 (n=10,301) 70.9 13.3 4.3 9.0 

2.5 

【単位：％】

200 40 60 80 100

(n=10,301)

男性

45.7%
女性

54.1%

無回答

0.2%

(n=10,301)

公立

62.8%

私立

37.2%

無回答

0.0%

■性別

■所属クラス

回答者の属性（性別／高校種別／高校所在地／所属クラス）

■高校種別

■高校所在地

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

無
回
答

(n=10,301)

15.6 15.7 

54.5 

14.2 

0.0 
0%

20%

40%

60%
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経
済
・
経
営
・
商
学

社
会
学

語
学
・
国
際
関
係
学

文
学

（
心
理
学

、
考
古
学

、
地
理

学

、
歴
史
学

、
哲
学
な
ど
含
む

）

法
学

（
政
治
学
な
ど
含
む

）

教
員
養
成
・
教
育
学

生
活
科
学

（
食
物
・
栄
養
学

、

被
服
学

、
児
童
学
な
ど
含
む

）

芸
術
学

（
美
術
・
デ
ザ
イ
ン

、

音
楽
な
ど
含
む

）

総
合
科
学

（
人
間
科
学

、

総
合
情
報
学
な
ど
含
む

）

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

理
学
・
工
学
・
農
水
産
学

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

(n=10,301)
27.1 

7.0 

13.1 

20.0 

9.2 

14.6 

9.1 
12.3 

4.5 

13.7 

6.3 
10.4 12.1 

6.6 

0.3 
0%

10%

20%

30%

国
公
立
大
学
に
進
学

私
立
大
学
に
進
学

短
期
大
学
に
進
学

専
門
職
大
学
に
進
学

専
門
学
校
・

専
修
学
校
に
進
学

就
職

そ
の
他

無
回
答

(n=10,301)

27.9 

65.7 

7.4 3.9 

21.1 

9.2 
2.0 0.2 

0%

20%

40%

60%

■高校卒業後の希望進路

高校卒業後の希望進路／興味のある学問系統

Ｑ１. あなたは、高校卒業後の進路について、現時点ではどのように考えていますか。

以下の項目のうち、現在検討している（希望している）進路すべてに○をつけてください。（いくつでも）

■興味のある学問系統

Ｑ２. あなたは、どのような学問に興味がありますか。以下の項目から、興味のある学問系統の番号すべてに○を

つけてください。（いくつでも）（現時点で進学を希望されていない方も、進学する場合を想像してお答えください。）
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(各n=10,301)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

中部圏のビジネスや行政の中心地・名古屋
都心に立地する名城公園キャンパスのメリッ
トを生かし、近隣の金融機関や行政機関より
招いた多彩な講師陣から、実践的かつ最新
の経済事情について学ぶことができます。

74.0

Ｂ．

持続可能な開発目標(SDGs：Sustainable
Development Goals)に関連する環境政策論
や農業政策論といった科目を新たに設置。
経済政策を深く学ぶことにより、公務員や公
益法人など公共的分野での活躍をめざしま
す。

69.3

Ｃ．

税について学ぶ租税制度論を新たに設置す
ることに加え、大学院と連携して学ぶことに
より、税理士等の国家資格の取得や国税専
門官といった公務員など、専門的な職業人と
しての能力を身につけます。

71.4

20.0 

16.8 

20.4 

54.0 

52.5 

51.0 

18.5 

22.3 

20.6 

6.3 

7.2 

6.8 

1.2 

1.2 

1.2 

【単位：％】

200 40 60 80 100

魅力度

（※）

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ３. 愛知学院大学「経済学部 経済学科」には、以下のような特色があります。
それぞれの特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。（それぞれ、あてはまる番号１つに○）

愛知学院大学「経済学部 経済学科」の特色に対する
魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない
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入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=10,301)

受験したいと思う 受験したいと
思わない

無回答

【単位：％】

200 40 60 80 100

12.4

（1,276名）
6.1

（632名）
79.8

（8,221名）

1.7

（172名）

入学したいと思う 入学したいと思わない 無回答

受験
意向者

(n=1,909)
66.8

（1,276名）

33.1

（632名）

0.1

（1名）

【単位：％】

200 40 60 80 100

受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=10,301)
18.5 

（1,909名）

79.8 

（8,221名）

1.7

（171名）

【単位：％】

200 40 60 80 100

愛知学院大学「経済学部 経済学科」への
受験意向／入学意向／受験意向別入学意向

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」への受験意向

Ｑ４. あなたは、愛知学院大学「経済学部 経済学科」 を受験してみたいと思いますか。
あなたの気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」への入学意向

Ｑ５. あなたは、愛知学院大学「経済学部 経済学科」を受験して合格したら、併願校よりも
愛知学院大学「経済学部 経済学科」に入学したいと思いますか。
あなたの気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

「受験したいと思う」と答えた1,909名のみ抽出

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」への受験意向別入学意向
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入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=10,301) 1,276名 

男性 (n=4,703) 803名 

女性 (n=5,577) 469名 

高
校

所
在
地

別 愛知県 (n=5,614) 797名 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=7,307) 1,033名 

四年制大学に進学・計 (n=7,922) 1,160名 

　国公立大学に進学 (n=2,877) 278名 

　私立大学に進学 (n=6,764) 1,072名 

経済・経営・商学 (n=2,796) 887名 

文学（心理学、考古学、地理学、
歴史学、哲学など含む）

(n=2,062) 290名 

四年制大学＆【経済・経営・商学】 (n=2,552) 853名 

私立大学＆【経済・経営・商学】 (n=2,292) 801名 

特色Ａ　魅力あり (n=7,625) 1,242名 

特色Ｂ　魅力あり (n=7,142) 1,180名 

特色Ｃ　魅力あり (n=7,359) 1,211名 

無回答

性
別

興
味
の
あ
る

学
問
系
統
別

「
経
済
学
部

経
済
学
科

」
の
特
色
に

対
す
る
魅
力
度
別

受験したいと思う

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

大
学
進
学

意
向
×
興
味

学
問
系
統
別

受験したいと
思わない

【単位：％】

200 40 60 80 100

12.4 

17.1 

8.4 

14.2 

14.1 

14.6 

9.7 

15.8 

31.7 

14.1 

33.4 

34.9 

16.3 

16.5 

16.5 

6.1 

7.8 

4.7 

6.8 

7.1 

7.5 

7.8 

7.8 

16.2 

8.1 

17.1 

17.1 

7.9 

7.6 

7.7 

79.8 

72.7 

85.8 

77.3 

77.2 

76.2 

81.4 

74.6 

50.0 

76.5 

47.3 

45.6 

75.3 

75.3 

75.3 

1.7 

2.4 

1.1 

1.8 

1.6 

1.7 

1.1 

1.8 

2.1 

1.3 

2.2 

2.4 

0.5 

0.5 

0.5 

入学

意向者数

（※）

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」への受験意向別入学意向＜属性別＞

愛知学院大学「経済学部 経済学科」への
受験意向別入学意向＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人の人数

※愛知学院大学「経済学部 経済学科」に対して、Ｑ４で「受験したいと思う」と回答し、か
つ、Ｑ５で「入学したいと思う」と回答した人を愛知学院大学「経済学部 経済学科」の
入学意向者と定義する。

＜属性別＞
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巻末資料 調査票
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調査票
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調査票
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--- 商学部／経営学部／経済学部／法学部の場合 2023年度（予定）

納入時期 入学金 施設設備資金 教育充実費 授業料 委託徴収金 小計 初年度納入金

初年度(1年次） 入学時 240,000 円 ー 185,000 円 320,000 円 40,000 円 785,000 円
. - -- - - - - - - - - - . 1,319,000円

秋学期 — - 185,000 円 320,000 円 29,000 円 534,000 円

2年次納入金 3年次納入金 4年次納入金

2年次~4年次
1,048,000円 1,068,000円 1,088,000円

iR,� 『-
対象入試の受験者で、入学試験成績が優れている者を対象に、 1 年次の人学金、施設設備資金、教育充実費、授業料が免除されます。

三 69,000円暑騒塵曇趾漏 三亘戸［全学部1268名一
1 選考基準 I 対象試験での得点率が70% 以上 I 対象入試 I前期試験A/「共通テスト」利用試験I期

※選考基準を満たす者が対象人数より多い場合は、成績上位者から選抜します。
※各学年各学科での成組が上位10%の場合、特待生として年間300,000円の奨学金を給付します。

条件を満たせなくても、翌年、再度条件を満たせば特待生に戻ることができます。

［近隣の類似学部・学科］

名城大学経済学部経済学科／中京大学経済学部経済学科／愛知大学経済学部経済学科／名古屋学院大学経済学部経済学科

名城公園キャンパス
［設置学部］商学部／経営学部／経済学部／法学部

栄まで7分！企業・官庁と連携する

都市型キャンパス。

官庁街や繁華街に近いため企業や官公庁、

地域と連携しやすい環境で、

社会科学系の学びを追究できます。

地下鉄桜通線5分

名占屋駅

地下鉄東山線5分

名城公園キャンバス

久屋大通駅

栄駅

布-�● ... 

ー ・，． 

I名城公園キャンパス1〒 462-8739 名古屋市北区名城3-1 —1

地下鉄名城線4分
徒歩約1分

名城公園駅

地下鉄名城線6分

つながる力。動かす力。

心愛知学院大学
AfC8'GAK 

［日進キャンバス］
◇文学部：歴史学科・日本文化学科・英語英米文化学科・グロ ー バル英話学科・宗教文化学科
◇心理学部：心理学科
◇健康科学部：健康科学科・健康栄蓑学科※2023年4月心身科学部より名称変更
◇総合政策学部：総合政策学科

［名城公園キャンパス］
◇商学部：商学科◇経営学部：経営学科◇経済学部：経済学科

◇法学部：法律学科・現代社会法学科

［楠元キャンパス］
◇薬学部：医療薬学科 (6年制） ◇歯学部：歯学科◇矮期大学部：歯科衛生学科 (3年制）

I 入試センタ― | 
〒470-0195 愛知県日進市岩崎町阿良池12 [TEL】0561-73-1111 (代）

【E-mail】nyushi@dpc.agu.ac.Jp【URL】https://www.agu.ac.jp

Faculty of 

経済学 部

な愛知学院大学

環境問題・エネルギー問題・食料安全保障問題など、

国際社会が抱える多様な問題に対して

政策提言できる人財育成をめざし、

愛知学院大学経済学部が募集定員数を増加予定！

Economics 

経済学科
2024年4月入学定員増構想中

→ 

※記載の内容は現在構想中の予定であり、変更される可能性があります。

資料4

学生確保（資料）-31



学生確保（資料）-32



R2 R3 R4 R2 R3 R4 R2 R3 R4 R2 R3 R4

名城大学 310 310 310 3,087 2,331 2,590 856 1,205 1,200 9.9 7.5 8.3

中京大学 320 320 320 5,068 3,503 2,698 1,424 1,473 1,281 15.8 10.9 8.4

愛知大学 330 330 330 4,647 3,668 4,042 1,480 1,635 1,542 14.0 11.1 12.2

南山大学 275 275 275 3,336 2,807 3,331 1,128 1,271 1,404 12.1 10.2 12.1

名古屋学院大学 250 250 250 4,530 2,125 2,699 1,011 939 1,193 18.1 8.5 10.7

名古屋商科大学 198 198 178 606 405 327 387 299 266 3.0 2.0 1.8

日本福祉大学 200 200 200 1,424 663 752 484 443 418 7.1 3.3 3.7

名古屋経済大学 150 150 150 1,264 1,125 777 583 648 485 8.4 7.5 5.1

8大学合計/平均倍率 2,033 2,033 2,013 23,962 16,627 17,216 7,353 7,913 7,789 13.4 9.3 9.9

(注)志願倍率の平均値は、志願者数をウェイトとした加重平均。

資料5

各大学ホームページおよび2021-2023 大学の真の実力より

経済学部分野を有する近隣大学の志願動向（令和2年度-令和4年度）

志願者数 合格者数募集人員 志願倍率

大学名
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資料6

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

愛知県 1,528 1,468 1,620 60.1% 58.6% 61.5%

岐阜県 338 326 322 13.2% 13.0% 12.2%

三重県 190 159 183 7.4% 6.3% 6.9%

静岡県 160 179 182 6.2% 7.1% 6.9%

小計 2,216 2,132 2,307 87.1% 85.2% 87.6%

東海4県以外 307 345 311 12.0% 13.7% 11.8%

国外・高卒認定 19 25 15 0.7% 0.9% 0.5%

計 2,542 2,502 2,633 - - -

入学者に占める東海エリア出身者の割合（令和2年度-令和4年度）

図表で利用している百分率（％）は、小数点第2位以下を切り捨てているため、数値の和が100にならない場合がある。

学校基本調査「入学者数出身校の所在地県別」より

入学者数 構成比
都道府県

愛知県, 61.5%

岐阜県, 12.2%

三重県, 6.9%

静岡県, 6.9%

東海4県以外, 
国外・高卒認定, 0.5%

令和4年度

愛知県 岐阜県 三重県 静岡県 東海4県以外 国外・高卒認定

愛知県
58.6%

岐阜県, 13.0%

三重県, 6.3%

静岡県, 7.1%

東海4県以外, 
国外・高卒認定, 

令和3年度

愛知県 岐阜県 三重県 静岡県 東海4県以外 国外・高卒認定

愛知県, 61.5%
岐阜県, 12.2%

三重県, 6.9%

静岡県, 6.9%

東海4県以外, 11.8% 国外・高卒認定, 0.5%

令和2年度

愛知県 岐阜県 三重県 静岡県 東海4県以外 国外・高卒認定
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マーケットリポート

18歳人口予測
大学・短期大学・専門学校進学率

地元残留率の動向

【将来予測 2021～2033年】
■18歳人口予測 P3～P8

・2021年114.1万人→2033年101.4万人（12.7万人減少）
・東北の減少率が高く、6県中4県で減少率20%以上
・2021年比減少率が高いのは東北（79.5%） 、減少数が大きいのは近畿（26,060人減）

【経過推移 2012年～2021年】
■進学率（現役・過年度含）の推移 P9～P15

大学進学率(現役)
・2012年47.7%→2021年52.9%（5.2ポイント上昇）
・上昇が大きいのは、1位 北海道（126.4）、2位 四国（115.0) 、3位 東北（113.2）※注

・進学率が高いのは、南関東、近畿、東海の三大都市圏
短期大学進学率（現役）
・ 2012年5.5%→2021年4.0%（1.5ポイント低下）
・低下が大きいのは、1位 南関東（65.1) 、2位 中国（69.5）、3位 近畿（69.8）※注

・進学率が高いのは、北陸、甲信越、東北
専門学校進学率（現役）
・2012年16.8%→2021年17.3%（0.5ポイント上昇）
・上昇が大きいのは、1位 南関東（108.7) 、2位 九州沖縄（105.8）、3位 東海（104.2）※注

・進学率が高いのは、北海道、甲信越、九州沖縄
都道府県別進学率（現役・2021年）
・大学進学率1位は東京、短期大学進学率1位は鳥取、専門学校進学率1位は沖縄
大学・短期大学・専門学校進学率（現役・過年度含 比較・ 2012～2021年）

・2021年現役と過年度含の進学率の差は、大学は2.0ポイント（過年度含が高い）
・短期大学は差なし

注）※の（）内の数値は、2012年を100としたときの2021年の指数

■地元残留率の推移 P16～P24
・大学入学者の地元残留率は、2012年43.2％→2021年44.7％（1.5ポイント上昇）
・短期大学入学者の地元残留率は、2012年67.8％→2021年71.3％（3.5ポイント上昇）
・大学入学者の地元残留率1位は愛知（71.3%)
・短期大学入学者の地元残留率1位は福岡（93.0%）

■18歳人口減少率×地元残留率 P25・26
・大学入学者：都道府県別：2021→2033年
・短期大学入学者：都道府県別：2021→2033年

資料7

Vol.94
2022年5月号

学生確保（資料）-35

【本件に関するお問い合わせ先】
株式会社リクルート リクルート進学総研

https://souken.shingakunet.com/



分析・データついて

■分析・データについて
データ元：文部科学省「学校基本調査」

① 18歳人口概算は、文部科学省「学校基本調査」より、以下の通り定義して算出した。
・ 18歳人口＝3年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数
・ 中学校卒業者数＝高校生＋フリーター＋就職者 全て含む

② 表内の「年」に属する18歳とは、その年の3月に卒業を迎える高校3年生を指す。
③ 表内の「指数」とは、グラフ開始年の値を100とおいた際の値を示す。
④ 進学率（現役）とは、進学者数（大学・短大・専修学校専門課程（専門学校））÷高等学校卒業者数（全日制・定時制＋中等

教育学校後期課程）で算出した。
⑤ 残留率とは、自県内（地元）の大学・短期大学入学者数のうち自県内（地元）の高校出身の大学・短期大学入学者数の割合。

（浪人含）
⑥ 図表で利用している百分率（%）は、小数点第2位を四捨五入しているため、四捨五入の結果で数値の和が100.0にならない場

合がある。
⑦ エリア別分析における各エリアに含まれる都道府県については以下の通り。

北海道 ：北海道
東北 ：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
北関東 ：茨城、栃木、群馬
南関東 ：埼玉、千葉、東京、神奈川
甲信越 ：新潟、山梨、長野
北陸 ：富山、石川、福井
東海 ：岐阜、静岡、愛知、三重
近畿 ：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中国 ：鳥取、島根、岡山、広島、山口
四国 ：徳島、香川、愛媛、高知
九州沖縄：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

【年早見表】

18歳人口

図表（年） 人数

確報 学校基本調査公表 2021 1,141,140 （平成30年）2018年　の中学校卒業者+中等教育学校前期課程修了者+義務教育学校卒業者数

確報 進学総研集計（予測） 2022 1,121,285 （平成31年）2019年　の中学校卒業者+中等教育学校前期課程修了者+義務教育学校卒業者数

確報 進学総研集計（予測） 2023 1,097,416 （令和2年）2020年　の中学校卒業者+中等教育学校前期課程修了者+義務教育学校卒業者数

確報 進学総研集計（予測） 2024 1,063,451 （令和3年）2021年　の中学校卒業者+中等教育学校前期課程修了者+義務教育学校卒業者数

確報 進学総研集計（予測） 2025 1,090,537 （令和3年）2021年　の中学校3年生+中等教育学校前期課程3年生＋義務教育学校9年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2026 1,092,199 （令和3年）2021年　の中学校2年生+中等教育学校前期課程2年生＋義務教育学校8年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2027 1,084,161 （令和3年）2021年　の中学校1年生+中等教育学校前期課程1年生＋義務教育学校7年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2028 1,070,907 （令和3年）2021年　の小学校6年生＋義務教育学校6年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2029 1,068,668 （令和3年）2021年　の小学校5年生＋義務教育学校5年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2030 1,050,118 （令和3年）2021年　の小学校4年生＋義務教育学校4年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2031 1,034,763 （令和3年）2021年　の小学校3年生＋義務教育学校3年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2032 1,023,785 （令和3年）2021年　の小学校2年生＋義務教育学校2年生の生徒数

確報 進学総研集計（予測） 2033 1,014,014 （令和3年）2021年　の小学校1年生＋義務教育学校1年生の生徒数

学校基本調査 ３年前の中学・中等教育卒業者数
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■2021年114.1万人→2033年101.4万人（12.7万人減少）

・全体の18歳人口は、以下の3段階を経て経年的に減少する。

① 2021年～2024年：3年連続減少（114.1万人から106.3万人、7.8万人減少）。
特に2023～2024年の1年で3.4万人と大きく減少する。

② 2025年～2027年：2025年に109.1万人と2024年106.3万人に対し2.8万人増加に転じ、
2027年には108.4万人と減少。

③ 2028年～2033年：2028年は107.1万人と2027年108.4万人に対し1.3万人と再び減少し、
2033年は101.4万人となる。

18歳人口予測（全体：全国：2021～2033年）

① ②

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

③

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年

人数 （万人） 114.1 112.1 109.7 106.3 109.1 109.2 108.4 107.1 106.9 105.0 103.5 102.4 101.4

指数 100.0 98.3 96.2 93.2 95.6 95.7 95.0 93.8 93.6 92.0 90.7 89.7 88.9
全体

50.0

75.0

100.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0
（指数）（18歳人口：万人） 全国 2021年を100とした値（指数）
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■男女共に12年間で約11％の減少
減少のスピード・時期は男女差がほとんどない。

男子
・2021年58.4万人から2033年51.9万人、12年間で6.5万人減少。
・2024年で減少は落ち着くが、2027年から再び減少傾向となり2033年までに3.5万人減少して

いる。

女子
・2021年55.7万人から2033年49.5万人、12年間で6.2万人減少。
・男子と同様2024年で減少が落ち着くが、2027年から2033年にかけて3.6万人減少している。

18歳人口予測（男女別：全国：2021～2033年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年

人数 （万人） 58.4 57.4 56.1 54.4 55.7 55.9 55.4 54.8 54.8 53.6 52.9 52.3 51.9

指数 100.0 98.3 96.0 93.2 95.5 95.8 94.9 93.9 93.8 91.9 90.6 89.7 89.0
男子

50.0

75.0

100.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
（指数）

（18歳人口：万人）
男子 2021年を100とした値

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年

人数 （万人） 55.7 54.8 53.7 51.9 53.3 53.3 53.1 52.3 52.1 51.4 50.6 50.0 49.5

指数 100.0 98.2 96.3 93.2 95.7 95.6 95.2 93.8 93.5 92.2 90.7 89.8 88.8
女子

50.0

75.0

100.0

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0
（指数）

（18歳人口：万人） 女子 2021年を100とした値
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18歳人口予測（全体：都道府県別：2021→2033年）

■東北の減少率が高く、6県中4県で減少率20%以上
東京・沖縄が増加する見込み

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

減少率

▲25％以上

▲20％以上　25％未満

▲15％以上　20％未満

▲10％以上　15％未満

▲10％未満

+ 増加見込み

・減少率25%以上 : 青 森 （26.9％）秋 田 （26.1％）

・減少率20％以上25%未満 : 岩 手 （22.4％）山 形 （23.6％）富 山 （20.3％）岐 阜 （20.2％）

奈 良 （20.6％）

・減少率15％以上20%未満 : 北 海 道 （17.8％）福 島 （18.8％）茨 城 （17.0％）栃 木 （15.0％）

群 馬 （19.7％）新 潟 （17.2％）山 梨 （19.8％）長 野 （18.4％）

福 井 （18.2％）静 岡 （17.2％）三 重 （18.7％）和 歌 山 （19.2％）

山 口 （17.4％）徳 島 （16.5％）香 川 （15.1％）愛 媛 （16.3％）

高 知 （18.3％）

・減少率10％以上15%未満 : 宮 城 （13.6％）石 川 （13.8％）京 都 （14.3％）大 阪 （13.5％）

兵 庫 （12.3％）鳥 取 （11.6％）島 根 （11.6％）岡 山 （12.4％）

佐 賀 （13.5％）長 崎 （11.7％）大 分 （12.3％）

・減少率10%未満 : 埼 玉 （8.4％） 千 葉 （8.9％） 神 奈 川 （5.6％） 愛 知 （8.3％）

滋 賀 （9.3％） 広 島 （8.5％） 福 岡 （1.5％） 熊 本 （6.1％）

宮 崎 （9.4％） 鹿 児 島 （8.3％）

・増加する見込み : 東 京 （＋3.1％）沖 縄 （＋1.0％）

※2022.08.31 「福岡」の数値表記が漏れており追記修正しました。

学生確保（資料）-39



2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年

人数 1,141,140 1,121,285 1,097,416 1,063,451 1,090,537 1,092,199 1,084,161 1,070,907 1,068,668 1,050,118 1,034,763 1,023,785 1,014,014

指数 100.0 98.3 96.2 93.2 95.6 95.7 95.0 93.8 93.6 92.0 90.7 89.7 88.9

人数 45,007 44,276 42,489 41,008 41,855 41,196 41,044 40,133 40,060 39,265 38,291 37,965 36,983

指数 100.0 98.4 94.4 91.1 93.0 91.5 91.2 89.2 89.0 87.2 85.1 84.4 82.2

人数 80,269 78,146 75,379 71,820 73,091 72,012 70,805 68,979 68,473 66,589 65,295 65,461 63,810

指数 100.0 97.4 93.9 89.5 91.1 89.7 88.2 85.9 85.3 83.0 81.3 81.6 79.5

人数 64,677 63,720 61,863 59,826 60,687 60,125 59,402 58,574 57,051 55,603 54,902 53,568 53,557

指数 100.0 98.5 95.6 92.5 93.8 93.0 91.8 90.6 88.2 86.0 84.9 82.8 82.8

人数 301,999 299,356 294,497 287,188 296,717 299,066 297,730 296,434 295,571 289,921 289,460 288,423 290,523

指数 100.0 99.1 97.5 95.1 98.3 99.0 98.6 98.2 97.9 96.0 95.8 95.5 96.2

人数 47,817 46,907 45,536 44,069 44,782 44,064 43,490 42,249 42,437 41,419 40,234 39,775 39,135

指数 100.0 98.1 95.2 92.2 93.7 92.2 91.0 88.4 88.7 86.6 84.1 83.2 81.8

人数 27,814 27,545 26,692 26,002 26,213 26,265 25,765 25,176 24,432 24,519 23,766 23,614 23,013

指数 100.0 99.0 96.0 93.5 94.2 94.4 92.6 90.5 87.8 88.2 85.4 84.9 82.7

人数 143,651 140,510 138,309 133,555 137,253 137,485 136,041 134,477 134,542 132,362 129,854 126,955 124,442

指数 100.0 97.8 96.3 93.0 95.5 95.7 94.7 93.6 93.7 92.1 90.4 88.4 86.6

人数 190,286 185,626 181,639 175,609 179,326 179,180 178,016 174,980 174,564 172,074 168,834 165,668 164,226

指数 100.0 97.6 95.5 92.3 94.2 94.2 93.6 92.0 91.7 90.4 88.7 87.1 86.3

人数 67,945 66,821 65,318 63,279 64,838 65,107 64,017 64,026 64,132 63,091 61,964 61,184 60,014

指数 100.0 98.3 96.1 93.1 95.4 95.8 94.2 94.2 94.4 92.9 91.2 90.0 88.3

人数 34,558 33,841 32,825 31,419 32,176 31,760 31,673 31,151 30,967 30,755 30,003 29,452 28,899

指数 100.0 97.9 95.0 90.9 93.1 91.9 91.7 90.1 89.6 89.0 86.8 85.2 83.6

人数 137,117 134,537 132,869 129,676 133,599 135,939 136,178 134,728 136,439 134,520 132,160 131,720 129,412

指数 100.0 98.1 96.9 94.6 97.4 99.1 99.3 98.3 99.5 98.1 96.4 96.1 94.4

四国

九州沖縄

中国

全体　計

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

指数＝2021年を100とした値

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

全体 計

① ② ③

18歳人口予測（全体：エリア別：2021～2033年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■減少率が高いのは東北（2021年比79.5%） 、減少数が大きいのは近畿（26,060人減）

・減少率が高いのは、1位 東北（2021年比79.5％）、2位 甲信越（81.8％） 、3位 北海道（82.2％）。

・減少数が大きいのは、1位 近畿（26,060人減）、2位 東海（19,209人減）、3位 東北（16,459人減）。

・減少率が低いのは、1位 南関東（96.2%）、2位 九州沖縄（94.4%）、3位 中国（88.3％）。

・エリア別の18歳人口は、以下の3段階を経て減少する。

① 2021～2024年：全国では約8万人減少、エリアも含め減少傾向になる時期

② 2024～2026年：全国で約2.9万人増加、人口が回復する時期

③ 2026～2033年：回復後さらに減少する時期

　注）減少率＝2033年人数÷2021年人数で算出。
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2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年

人数 583,713 573,645 560,512 543,958 557,340 559,400 553,653 547,975 547,590 536,386 529,011 523,393 519,284

指数 100.0 98.3 96.0 93.2 95.5 95.8 94.9 93.9 93.8 91.9 90.6 89.7 89.0

人数 22,885 22,459 21,543 20,967 21,542 20,950 20,938 20,645 20,458 19,882 19,552 19,410 18,973

指数 100.0 98.1 94.1 91.6 94.1 91.5 91.5 90.2 89.4 86.9 85.4 84.8 82.9

人数 40,967 39,863 38,506 36,608 37,080 37,151 36,308 35,210 35,065 33,739 33,571 33,339 32,699

指数 100.0 97.3 94.0 89.4 90.5 90.7 88.6 85.9 85.6 82.4 81.9 81.4 79.8

人数 33,018 32,586 31,764 30,693 31,004 30,919 30,543 30,227 29,255 28,510 27,761 27,437 27,572

指数 100.0 98.7 96.2 93.0 93.9 93.6 92.5 91.5 88.6 86.3 84.1 83.1 83.5

人数 154,144 153,337 150,412 146,623 151,979 153,116 152,195 152,025 151,380 148,635 147,881 147,644 148,351

指数 100.0 99.5 97.6 95.1 98.6 99.3 98.7 98.6 98.2 96.4 95.9 95.8 96.2

人数 24,304 24,075 23,352 22,536 22,807 22,664 22,170 21,563 21,757 21,330 20,455 20,258 20,018

指数 100.0 99.1 96.1 92.7 93.8 93.3 91.2 88.7 89.5 87.8 84.2 83.4 82.4

人数 14,287 14,101 13,561 13,369 13,403 13,308 13,098 12,834 12,650 12,636 12,095 12,125 11,744

指数 100.0 98.7 94.9 93.6 93.8 93.1 91.7 89.8 88.5 88.4 84.7 84.9 82.2

人数 73,828 71,901 70,626 68,190 70,023 70,379 69,564 68,892 69,028 67,569 66,572 64,972 63,874

指数 100.0 97.4 95.7 92.4 94.8 95.3 94.2 93.3 93.5 91.5 90.2 88.0 86.5

人数 97,759 94,884 92,654 90,181 91,414 91,623 90,763 89,470 89,421 87,500 86,318 84,444 84,116

指数 100.0 97.1 94.8 92.2 93.5 93.7 92.8 91.5 91.5 89.5 88.3 86.4 86.0

人数 34,513 34,190 33,377 32,549 33,242 33,474 32,636 32,736 32,761 32,164 31,678 31,303 30,728

指数 100.0 99.1 96.7 94.3 96.3 97.0 94.6 94.9 94.9 93.2 91.8 90.7 89.0

人数 17,754 17,402 16,673 15,870 16,460 16,166 16,241 15,843 15,985 15,718 15,290 15,232 14,892

指数 100.0 98.0 93.9 89.4 92.7 91.1 91.5 89.2 90.0 88.5 86.1 85.8 83.9

人数 70,254 68,847 68,044 66,372 68,386 69,650 69,197 68,530 69,830 68,703 67,838 67,229 66,317

指数 100.0 98.0 96.9 94.5 97.3 99.1 98.5 97.5 99.4 97.8 96.6 95.7 94.4
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男子 計

18歳人口予測（男子：エリア別：2021～2033年）

① ② ③

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■減少率が高いのは東北（2021年比79.8%）、減少数が大きいのは近畿（13,634人減）

・減少率が高いのは、1位 東北（2021年比79.8%）、2位 北陸（82.2%） 、3位 甲信越（82.4%）。

・減少数が大きいのは、1位 近畿（13,643人減） 、2位 東海（9,954人減） 、3位 東北（8,268人減） 。

・減少率が低いのは、1位 南関東 （96.2%） 、2位 九州沖縄（94.4%） 、3位 中国（89.0%）  。

・③期において2029年~2033年の男子人口は、北海道（1,485人減）、東北（2,366人減） 、

北関東（1,683人減）、南関東 （3,029人減）、甲信越（1,739人減） 、北陸（906人減） 、東海（5,154人減）、

近畿（5,305人減）、中国（2,033人減）、四国（1,093人減）、九州沖縄（3,513人減）。

注）減少率＝2033年人数÷2021年人数で算出。
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2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年

人数 557,427 547,640 536,904 519,493 533,197 532,799 530,508 522,932 521,078 513,732 505,752 500,392 494,730

指数 100.0 98.2 96.3 93.2 95.7 95.6 95.2 93.8 93.5 92.2 90.7 89.8 88.8

人数 22,122 21,817 20,946 20,041 20,313 20,246 20,106 19,488 19,602 19,383 18,739 18,555 18,010

指数 100.0 98.6 94.7 90.6 91.8 91.5 90.9 88.1 88.6 87.6 84.7 83.9 81.4

人数 39,302 38,283 36,873 35,212 36,011 34,861 34,497 33,769 33,408 32,850 31,724 32,122 31,111

指数 100.0 97.4 93.8 89.6 91.6 88.7 87.8 85.9 85.0 83.6 80.7 81.7 79.2

人数 31,659 31,134 30,099 29,133 29,683 29,206 28,859 28,347 27,796 27,093 27,141 26,131 25,985

指数 100.0 98.3 95.1 92.0 93.8 92.3 91.2 89.5 87.8 85.6 85.7 82.5 82.1

人数 147,855 146,019 144,085 140,565 144,738 145,950 145,535 144,409 144,191 141,286 141,579 140,779 142,172

指数 100.0 98.8 97.5 95.1 97.9 98.7 98.4 97.7 97.5 95.6 95.8 95.2 96.2

人数 23,513 22,832 22,184 21,533 21,975 21,400 21,320 20,686 20,680 20,089 19,779 19,517 19,117

指数 100.0 97.1 94.3 91.6 93.5 91.0 90.7 88.0 88.0 85.4 84.1 83.0 81.3

人数 13,527 13,444 13,131 12,633 12,810 12,957 12,667 12,342 11,782 11,883 11,671 11,489 11,269

指数 100.0 99.4 97.1 93.4 94.7 95.8 93.6 91.2 87.1 87.8 86.3 84.9 83.3

人数 69,823 68,609 67,683 65,365 67,230 67,106 66,477 65,585 65,514 64,793 63,282 61,983 60,568

指数 100.0 98.3 96.9 93.6 96.3 96.1 95.2 93.9 93.8 92.8 90.6 88.8 86.7

人数 92,527 90,742 88,985 85,428 87,912 87,557 87,253 85,510 85,143 84,574 82,516 81,224 80,110

指数 100.0 98.1 96.2 92.3 95.0 94.6 94.3 92.4 92.0 91.4 89.2 87.8 86.6

人数 33,432 32,631 31,941 30,730 31,596 31,633 31,381 31,290 31,371 30,927 30,286 29,881 29,286

指数 100.0 97.6 95.5 91.9 94.5 94.6 93.9 93.6 93.8 92.5 90.6 89.4 87.6

人数 16,804 16,439 16,152 15,549 15,716 15,594 15,432 15,308 14,982 15,037 14,713 14,220 14,007

指数 100.0 97.8 96.1 92.5 93.5 92.8 91.8 91.1 89.2 89.5 87.6 84.6 83.4

人数 66,863 65,690 64,825 63,304 65,213 66,289 66,981 66,198 66,609 65,817 64,322 64,491 63,095

指数 100.0 98.2 97.0 94.7 97.5 99.1 100.2 99.0 99.6 98.4 96.2 96.5 94.4
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女子 計

18歳人口予測（女子：エリア別：2021～2033年）

① ② ③

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■減少率が高いのは東北 （2021年比79.2％） 、減少数が大きいのはは近畿 (12,417人減）

・減少率が高いのは、1位 東北（2021年比79.2%）、2位 甲信越（81.3%）、3位 北海道 （81.4%）。

・減少数が大きいのは、1位 近畿（12,417人減）、2位 東海（9,255人減） 、3位 東北 （8,191人減）。

・減少率が低いのは、1位 南関東（96.2%） 、2位 九州沖縄（94.4%） 、3位 中国（87.6%）。

・③期において2027年~2033年の女子人口は、北海道（2,096人減）、東北（3,386人減） 、

北関東（2,874人減）、南関東（3,363人減）、甲信越（2,203人減） 、北陸（1,398人減） 、東海（5,909人減）、

近畿（7,143人減）、中国（2,095人減）、四国（1,425人減）、九州沖縄（3,886人減）。

注）減少率＝2033年人数÷2021年人数で算出。
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大学進学率の推移（現役：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

進学率 47.7 47.4 48.1 48.9 49.3 49.6 49.7 50.0 51.1 52.9 5.2

指数 100.0 99.4 100.8 102.5 103.4 104.0 104.2 104.8 107.1 110.9

進学率 34.8 34.3 35.5 36.8 37.8 39.0 40.1 41.1 42.9 44.0 9.2

指数 100.0 98.6 102.0 105.7 108.6 112.1 115.2 118.1 123.3 126.4

進学率 37.8 37.8 38.8 39.0 39.9 40.1 40.9 40.5 41.3 42.8 5.0

指数 100.0 100.0 102.6 103.2 105.6 106.1 108.2 107.1 109.3 113.2

進学率 47.2 46.3 46.4 47.0 47.6 47.5 47.6 47.7 48.6 50.2 3.0

指数 100.0 98.1 98.3 99.6 100.8 100.6 100.8 101.1 103.0 106.4

進学率 56.3 56.0 56.7 57.7 57.8 57.8 57.4 57.5 58.6 61.1 4.8

指数 100.0 99.5 100.7 102.5 102.7 102.7 102.0 102.1 104.1 108.5

進学率 42.3 41.3 42.3 42.6 43.0 42.0 42.8 43.0 44.7 45.9 3.6

指数 100.0 97.6 100.0 100.7 101.7 99.3 101.2 101.7 105.7 108.5

進学率 45.5 44.8 44.8 45.7 45.9 46.9 47.7 47.3 49.5 50.9 5.4

指数 100.0 98.5 98.5 100.4 100.9 103.1 104.8 104.0 108.8 111.9

進学率 49.9 49.8 50.1 50.8 50.4 50.6 50.7 50.7 51.9 52.9 3.0

指数 100.0 99.8 100.4 101.8 101.0 101.4 101.6 101.6 104.0 106.0

進学率 52.7 52.2 52.8 53.8 54.4 54.3 54.3 54.8 56.7 59.2 6.5

指数 100.0 99.1 100.2 102.1 103.2 103.0 103.0 104.0 107.6 112.3

進学率 45.2 45.0 45.2 45.6 46.1 46.7 47.3 47.7 48.2 49.3 4.1

指数 100.0 99.6 100.0 100.9 102.0 103.3 104.6 105.5 106.6 109.1

進学率 42.7 42.6 43.0 43.7 44.5 45.0 45.5 46.0 48.1 49.1 6.4

指数 100.0 99.8 100.7 102.3 104.2 105.4 106.6 107.7 112.6 115.0

進学率 37.8 37.7 38.3 39.1 39.9 40.3 40.7 40.9 41.3 42.3 4.5

指数 100.0 99.7 101.3 103.4 105.6 106.6 107.7 108.2 109.3 111.9
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■2012年47.7%→2021年52.9%（5.2ポイント上昇）

・全体の大学進学率は2012年47.7％→2021年52.9％と、10年間で5.2ポイント上昇。

2019年から50％台の進学率となっている。

2016～2018年の3年間は横ばいのトレンド（49.3％→49.7％）。

・上昇が大きいのは、1位 北海道（126.4） 、2位 四国（115.0） 、3位 東北（113.2） 。※注

・上昇が小さいのは、1位 東海（106.0） 、2位 南関東・甲信越（108.5）。※注

・2021年進学率が高いのは、1位 南関東（61.1%）、2位 近畿（59.2%）、3位 東海（52.9%）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

進学率 5.5 5.4 5.3 5.2 5.0 4.8 4.6 4.3 4.2 4.0

指数 100.0 98.2 96.4 94.5 90.9 87.3 83.6 78.2 76.4 72.7

進学率 5.2 5.3 5.4 5.3 5.3 5.2 5.1 4.8 4.6 4.0

指数 100.0 101.9 103.8 101.9 101.9 100.0 98.1 92.3 88.5 76.9

進学率 5.5 5.5 5.5 5.7 5.5 5.3 5.3 5.3 5.0 5.1

指数 100.0 100.0 100.0 103.6 100.0 96.4 96.4 96.4 90.9 92.7

進学率 4.4 4.4 4.4 4.2 4.2 4.1 4.0 3.8 3.7 3.6

指数 100.0 100.0 100.0 95.5 95.5 93.2 90.9 86.4 84.1 81.8

進学率 4.3 4.0 3.9 3.8 3.6 3.4 3.3 3.1 3.0 2.8

指数 100.0 93.0 90.7 88.4 83.7 79.1 76.7 72.1 69.8 65.1

進学率 6.9 6.9 6.8 6.6 6.5 6.6 6.1 5.7 5.6 5.5

指数 100.0 100.0 98.6 95.7 94.2 95.7 88.4 82.6 81.2 79.7

進学率 7.7 7.7 7.7 7.5 7.6 6.7 6.2 6.5 6.1 5.8

指数 100.0 100.0 100.0 97.4 98.7 87.0 80.5 84.4 79.2 75.3

進学率 5.6 5.7 5.5 5.4 5.3 4.7 4.7 4.3 4.2 4.0

指数 100.0 101.8 98.2 96.4 94.6 83.9 83.9 76.8 75.0 71.4

進学率 6.3 6.1 6.0 5.9 5.6 5.5 5.1 4.9 4.8 4.4

指数 100.0 96.8 95.2 93.7 88.9 87.3 81.0 77.8 76.2 69.8

進学率 5.9 6.0 5.8 5.5 5.1 4.9 4.6 4.3 4.2 4.1

指数 100.0 101.7 98.3 93.2 86.4 83.1 78.0 72.9 71.2 69.5

進学率 5.7 5.8 6.0 5.8 5.4 5.6 5.5 4.8 4.8 4.4

指数 100.0 101.8 105.3 101.8 94.7 98.2 96.5 84.2 84.2 77.2

進学率 5.8 5.8 5.9 5.9 5.7 5.5 5.3 5.0 4.9 4.8

指数 100.0 100.0 101.7 101.7 98.3 94.8 91.4 86.2 84.5 82.8
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短期大学進学率の推移（現役：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■2012年5.5%→2021年4.0%（1.5ポイント低下）

・全体の短期大学進学率は2012年5.5％→2021年4.0％と、10年間で1.5ポイント低下。

・低下が大きいのは、1位 南関東（65.1） 、2位 中国（69.5）、3位 近畿（69.8）。※注

・低下が小さいのは、1位 東北（92.7）、2位 九州沖縄（82.8） 、3位 北関東（81.8）。※注

・2021年進学率が高いのは、1位 北陸（5.8%) 、2位 甲信越（5.5%) 、3位 東北（5.1%）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

進学率 16.8 17.0 17.0 16.7 16.3 16.2 15.9 16.3 16.8 17.3

指数 100.0 101.2 101.2 99.4 97.0 96.4 94.6 97.0 100.0 103.0

進学率 22.8 22.7 23.8 23.7 22.3 21.9 21.7 21.7 21.6 23.7

指数 100.0 99.6 104.4 103.9 97.8 96.1 95.2 95.2 94.7 103.9

進学率 18.7 18.7 18.4 17.7 17.3 17.0 16.9 17.1 17.7 18.1

指数 100.0 100.0 98.4 94.7 92.5 90.9 90.4 91.4 94.7 96.8

進学率 18.0 18.6 18.5 18.4 17.5 17.9 17.6 18.1 18.3 18.5

指数 100.0 103.3 102.8 102.2 97.2 99.4 97.8 100.6 101.7 102.8

進学率 15.0 15.6 15.7 15.3 15.1 14.8 14.5 15.3 16.1 16.3

指数 100.0 104.0 104.7 102.0 100.7 98.7 96.7 102.0 107.3 108.7

進学率 23.6 24.0 23.3 22.9 22.4 22.4 22.2 22.5 22.4 23.5

指数 100.0 101.7 98.7 97.0 94.9 94.9 94.1 95.3 94.9 99.6

進学率 15.7 16.0 15.7 15.7 14.9 15.1 15.2 15.1 15.2 15.6

指数 100.0 101.9 100.0 100.0 94.9 96.2 96.8 96.2 96.8 99.4

進学率 14.3 14.3 14.6 14.1 14.2 14.1 14.0 14.1 14.3 14.9

指数 100.0 100.0 102.1 98.6 99.3 98.6 97.9 98.6 100.0 104.2

進学率 14.6 14.8 14.8 14.7 14.6 14.7 14.4 14.7 15.1 15.0

指数 100.0 101.4 101.4 100.7 100.0 100.7 98.6 100.7 103.4 102.7

進学率 16.9 16.5 17.0 16.5 16.0 15.6 14.8 15.2 16.2 16.2

指数 100.0 97.6 100.6 97.6 94.7 92.3 87.6 89.9 95.9 95.9

進学率 18.1 18.6 19.0 18.1 17.9 17.2 17.0 17.3 17.2 17.8

指数 100.0 102.8 105.0 100.0 98.9 95.0 93.9 95.6 95.0 98.3

進学率 19.1 18.9 18.5 18.6 18.0 18.2 18.0 18.4 18.9 20.2

指数 100.0 99.0 96.9 97.4 94.2 95.3 94.2 96.3 99.0 105.8
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専門学校進学率の推移（現役：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■2012年16.8%→2021年17.3%（0.5ポイント上昇）

・全国の専門学校進学率は2012年16.8％→2021年17.3％と、10年間で0.5ポイント上昇。

上昇、低下を繰り返し、ほぼ横ばい。

・上昇が大きいのは、1位 南関東（108.7）、2位 九州沖縄（105.8）、3位 東海（104.2）。※注

・低下が大きいのは、1位 中国（95.9）、2位 東北（96.8）、3位 四国（98.3）。※注

・2021年進学率が高いのは、1位 北海道（23.7%）、2位 甲信越（23.5%）、3位 九州沖縄（20.2%）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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大学・短期大学・専門学校進学率（現役：都道府県別：2021年）

■大学進学率1位は東京、短期大学進学率1位は鳥取、専門学校進学率1位は沖縄

大学進学率 1位：東京（67.2%） 2位：京都（65.5%） 3位：兵庫（60.2%)
短期大学進学率 1位：鳥取（7.3%) 2位：長野・大分（7.2%)
専門学校進学率 1位：沖縄（27.9%) 2位：新潟（27.6%） 3位：北海道（23.7%）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
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大学・短期大学・専門学校進学率（現役・過年度含 比較：全国：2012～2021年）

■2021年現役と過年度含の進学率の差は、大学は2.0ポイント（過年度含が高い）
短期大学は差なし。

大学進学者
・現役の進学率は2012年47.7%→2021年52.9%（5.2ポイント上昇）。

過年度含の進学率は2012年50.8%→2021年54.9%（4.1ポイント上昇）。
・過年度含と現役の進学率の差は2012年3.1ポイント→2021年2.0ポイント。

短期大学進学者
・現役の進学率は2012年5.5%→2021年4.0%（1.5ポイント低下）。

過年度含の進学率は2012年5.4%→2021年4.0%（1.4ポイント低下）。
・過年度含と現役の進学率の差は2012年0.1ポイント→2021年差がなくなった。（4.0%同率）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

過年度含 50.8 49.9 51.5 51.5 52.0 52.6 53.3 53.7 54.4 54.9

現役 47.7 47.4 48.1 48.9 49.3 49.6 49.7 50.0 51.1 52.9
大学
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

過年度含 5.4 5.3 5.2 5.1 4.9 4.7 4.6 4.4 4.2 4.0

現役 5.5 5.4 5.3 5.2 5.0 4.8 4.6 4.3 4.2 4.0
短期大学
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

過年度含 22.2 21.9 22.4 22.4 22.3 22.4 22.7 23.8 24.0 24.0

現役 16.8 17.0 17.0 16.7 16.3 16.2 15.9 16.3 16.8 17.3
専門学校

0.0
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20.0
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40.0
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60.0
専修学校（専門課程）進学率（％） 過年度含 現役

大学・短期大学・専門学校進学率（現役・過年度含 比較：全国：2012～2021年）

専門学校進学者
・現役の進学率は2012年16.8%→2021年17.3%（0.5ポイント上昇）。

過年度含の進学率は2012年22.2%→2021年24.0%（1.8ポイント上昇）。
・過年度含と現役の進学率の差は2012年5.4ポイント→2021年6.7ポイントと拡大。

■専門学校で2021年現役と過年度含の進学率の差は、6.7ポイント（過年度含が
高い）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
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1 東 京 67.2 1 鳥 取 7.3 1 沖 縄 27.9

2 京 都 65.5 2 大 分 7.2 2 新 潟 27.6

3 兵 庫 60.2 2 長 野 7.2 3 北 海 道 23.7

4 神 奈 川 59.9 4 鹿 児 島 6.9 4 鹿 児 島 22.0

5 大 阪 59.4 5 富 山 6.6 5 長 野 21.8

6 広 島 58.4 6 秋 田 6.4 6 大 分 21.5

7 埼 玉 56.7 7 石 川 5.8 6 島 根 21.5

8 奈 良 56.6 8 岐 阜 5.5 8 熊 本 20.5

9 愛 知 56.1 9 福 島 5.4 9 千 葉 20.1

10 千 葉 54.8 10 三 重 5.2 10 鳥 取 19.8

11 福 井 53.9 11 滋 賀 5.1 10 山 形 19.8

12 山 梨 53.5 11 山 形 5.1 12 岩 手 19.5

13 滋 賀 52.3 13 島 根 5.0 13 茨 城 19.1

14 徳 島 52.0 13 福 井 5.0 13 愛 媛 19.1

15 石 川 51.7 15 宮 城 4.9 15 埼 玉 18.8

15 岐 阜 51.7 16 青 森 4.8 16 栃 木 18.6

17 茨 城 50.4 16 奈 良 4.8 17 岡 山 18.5

18 静 岡 50.2 16 山 梨 4.8 18 佐 賀 18.4

19 群 馬 50.1 19 大 阪 4.7 18 福 岡 18.4

20 愛 媛 50.0 19 香 川 4.7 20 和 歌 山 18.3

19 福 岡 4.7 21 秋田 18.2

19 宮 崎 4.7 22 山梨 18

23

大学 短期大学 専門学校

大学・短期大学・専門学校進学率（現役：都道府県別：2021年）

（参考）大学・短期大学・専門学校進学率ランキング

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
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地元残留率の推移（全体：大学入学者数：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

残留率 43.2 43.4 43.2 43.6 43.7 44.1 44.2 44.4 44.1 44.7

指数 100.0 100.5 100.0 100.9 101.2 102.1 102.3 102.8 102.1 103.5

残留率 69.7 69.2 68.4 68.3 67.1 67.2 66.9 67.6 66.9 67.3

指数 100.0 99.3 98.1 98.0 96.3 96.4 96.0 97.0 96.0 96.6

残留率 33.3 33.7 33.6 34.1 34.1 35.2 35.7 35.5 34.7 36.4

指数 100.0 101.2 100.9 102.4 102.4 105.7 107.2 106.6 104.2 109.3

残留率 23.4 23.1 22.8 23.2 22.7 23.3 24.2 25.0 24.2 24.7

指数 100.0 98.7 97.4 99.1 97.0 99.6 103.4 106.8 103.4 105.6

残留率 48.0 47.9 47.7 47.8 47.9 48.0 47.9 47.9 48.0 48.2

指数 100.0 99.8 99.4 99.6 99.8 100.0 99.8 99.8 100.0 100.4

残留率 25.9 26.3 25.4 27.1 26.2 25.9 26.7 27.8 26.8 28.6

指数 100.0 101.5 98.1 104.6 101.2 100.0 103.1 107.3 103.5 110.4

残留率 29.7 31.0 30.5 31.1 30.9 33.2 33.5 34.4 32.9 34.4

指数 100.0 104.4 102.7 104.7 104.0 111.8 112.8 115.8 110.8 115.8

残留率 47.5 48.4 48.0 48.9 48.9 49.2 49.5 49.5 49.4 49.5

指数 100.0 101.9 101.1 102.9 102.9 103.6 104.2 104.2 104.0 104.2

残留率 44.7 44.6 44.7 45.0 45.8 46.1 46.4 46.0 46.3 47.0

指数 100.0 99.8 100.0 100.7 102.5 103.1 103.8 102.9 103.6 105.1

残留率 39.2 40.1 40.3 40.5 40.7 40.5 41.0 40.9 40.4 40.9

指数 100.0 102.3 102.8 103.3 103.8 103.3 104.6 104.3 103.1 104.3

残留率 26.3 27.2 27.2 27.1 26.9 27.7 27.6 27.6 26.9 28.1

指数 100.0 103.4 103.4 103.0 102.3 105.3 104.9 104.9 102.3 106.8

残留率 46.5 46.3 46.0 46.1 46.3 47.2 46.6 47.7 46.5 46.6

指数 100.0 99.6 98.9 99.1 99.6 101.5 100.2 102.6 100.0 100.2
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■2012年43.2％→2021年44.7％（1.5ポイント上昇）

・全体で2012年43.2％→2021年44.7％と1.5ポイント上昇。

・2021年上昇が高いのは、1位 北陸（115.8）、2位 甲信越（110.4） 、3位 東北（109.3）。※注

・2021年残留率が高いのは、1位 北海道（67.3%）、2位 東海（49.5%）、3位 南関東（48.2％）。

・2021年残留率が低いのは、1位 北関東（24.7％）、2位 四国（28.1％）、3位 甲信越（28.6％）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

残留率 41.2 41.4 41.0 41.5 41.6 42.0 41.9 41.9 41.7 42.4

指数 100.0 100.5 99.5 100.7 101.0 101.9 101.7 101.7 101.2 102.9

残留率 67.8 68.5 67.1 67.5 66.1 66.8 66.6 67.1 66.5 66.8

指数 100.0 101.0 99.0 99.6 97.5 98.5 98.2 99.0 98.1 98.5

残留率 32.4 32.7 32.7 33.3 33.6 34.2 34.6 34.1 33.6 34.9

指数 100.0 100.9 100.9 102.8 103.7 105.6 106.8 105.2 103.7 107.7

残留率 20.9 20.7 19.7 20.6 19.3 20.6 21.3 22.2 20.9 22.1

指数 100.0 99.0 94.3 98.6 92.3 98.6 101.9 106.2 100.0 105.7

残留率 47.4 47.2 46.8 46.8 46.9 47.0 46.6 46.5 46.4 46.7

指数 100.0 99.6 98.7 98.7 98.9 99.2 98.3 98.1 97.9 98.5

残留率 23.9 24.5 23.7 25.4 24.3 24.5 23.3 24.7 24.1 25.4

指数 100.0 102.5 99.2 106.3 101.7 102.5 97.5 103.3 100.8 106.3

残留率 28.9 29.9 29.6 28.8 28.6 31.5 31.0 31.7 30.3 31.7

指数 100.0 103.5 102.4 99.7 99.0 109.0 107.3 109.7 104.8 109.7

残留率 43.4 44.8 43.9 44.6 44.8 45.0 45.2 45.4 45.7 45.6

指数 100.0 103.2 101.2 102.8 103.2 103.7 104.1 104.6 105.3 105.1

残留率 43.1 43.0 42.8 43.5 44.0 44.2 44.2 43.5 44.1 45.3

指数 100.0 99.8 99.3 100.9 102.1 102.6 102.6 100.9 102.3 105.1

残留率 34.8 35.3 35.2 35.3 35.7 35.7 35.8 35.7 35.7 36.4

指数 100.0 101.4 101.1 101.4 102.6 102.6 102.9 102.6 102.6 104.6

残留率 22.6 23.5 23.4 23.4 23.4 23.7 23.9 23.7 22.7 24.3

指数 100.0 104.0 103.5 103.5 103.5 104.9 105.8 104.9 100.4 107.5

残留率 42.9 42.9 42.4 42.7 43.4 44.5 44.0 44.6 43.2 43.3

指数 100.0 100.0 98.8 99.5 101.2 103.7 102.6 104.0 100.7 100.9
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地元残留率（％）：男子

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄
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地元残留率の推移（男子：大学入学者数：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■2012年41.2％→2021年42.4％（1.2ポイント上昇）

・男子は2012年41.2％→2021年42.4％と1.2ポイント上昇。

・2021年上昇が高いのは、1位 北陸（109.7）、2位 東北（107.7）、3位 四国（107.5）。※注

・2021年残留率が高いのは、1位 北海道（66.8%） 、2位 南関東（46.7%）、3位 東海（45.6%) 。

・2021年残留率が低いのは、1位 北関東（22.1%）、2位 四国（24.3%）、3位 甲信越（25.4％）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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地元残留率の推移（女子：大学入学者数：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■2012年45.7％→2021年47.4％（1.7ポイント上昇）

・女子は2012年45.7％→2021年47.4％と1.7ポイント上昇。

・2021年上昇が高いのは、1位 北陸（122.5）、2位 甲信越（114.3）、3位 東北（110.4）。※注

・2021年残留率が高いのは、1位 北海道（67.9%）、2位 東海（54.3％）、3位 九州沖縄（50.3%）。

・2021年残留率が低いのは、1位 北関東（27.8%）、2位 四国（32.4％）、3位 甲信越（32.7％）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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地元残留率の推移（全体：短期大学入学者数：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

残留率 67.8 68.8 68.7 69.0 69.0 69.6 68.9 69.9 69.9 71.3

指数 100.0 101.5 101.3 101.8 101.8 102.7 101.6 103.1 103.1 105.2

残留率 87.9 89.1 89.5 88.6 88.3 89.2 88.1 87.5 88.5 89.5

指数 100.0 101.4 101.8 100.8 100.5 101.5 100.2 99.5 100.7 101.8

残留率 64.1 66.3 65.4 66.5 66.4 67.1 67.4 67.6 69.3 71.3

指数 100.0 103.4 102.0 103.7 103.6 104.7 105.1 105.5 108.1 111.2

残留率 58.6 60.8 61.6 61.6 63.8 64.2 65.0 66.1 65.5 66.1

指数 100.0 103.8 105.1 105.1 108.9 109.6 110.9 112.8 111.8 112.8

残留率 59.9 60.6 61.2 61.6 61.4 62.0 61.2 62.6 62.1 64.3

指数 100.0 101.2 102.2 102.8 102.5 103.5 102.2 104.5 103.7 107.3

残留率 68.7 71.2 68.9 69.3 69.6 70.6 67.4 69.5 70.0 70.5

指数 100.0 103.6 100.3 100.9 101.3 102.8 98.1 101.2 101.9 102.6

残留率 71.0 70.3 72.2 71.6 73.0 73.2 71.7 74.1 72.8 73.2

指数 100.0 99.0 101.7 100.8 102.8 103.1 101.0 104.4 102.5 103.1

残留率 75.0 75.5 75.6 74.3 74.2 74.9 74.5 75.8 75.5 77.1

指数 100.0 100.7 100.8 99.1 98.9 99.9 99.3 101.1 100.7 102.8

残留率 66.3 67.1 66.6 67.1 67.1 67.8 65.8 67.4 67.4 70.0

指数 100.0 101.2 100.5 101.2 101.2 102.3 99.2 101.7 101.7 105.6

残留率 63.0 63.0 64.1 64.2 63.4 62.9 61.0 63.9 64.6 65.9

指数 100.0 100.0 101.7 101.9 100.6 99.8 96.8 101.4 102.5 104.6

残留率 72.2 71.5 70.3 72.0 71.5 73.8 72.1 71.8 70.3 72.2

指数 100.0 99.0 97.4 99.7 99.0 102.2 99.9 99.4 97.4 100.0

残留率 74.2 74.9 74.2 74.8 74.5 75.0 76.5 76.2 76.4 75.5

指数 100.0 100.9 100.0 100.8 100.4 101.1 103.1 102.7 103.0 101.8
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■2012年67.8％→2021年71.3％（3.5ポイント上昇）

・全体で2012年67.8％→2021年71.3％と3.5ポイント上昇。

・2021年上昇が高いのは、1位 北関東（112.8）、2位 東北（111.2）、3位 南関東（107.3）。※注

・2021年残留率が高いのは、1位 北海道（89.5%）、2位 東海（77.1％）、3位 九州沖縄（75.5%）。

・2021年残留率が低いのは、1位 南関東（64.3％）、2位 中国（65.9％）、3位 北関東（66.1％）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

残留率 62.6 63.2 63.3 61.7 62.0 63.2 61.8 61.0 61.0 64.4

指数 100.0 101.0 101.1 98.6 99.0 101.0 98.7 97.4 97.4 102.9

残留率 86.5 85.5 89.3 83.7 84.3 83.7 81.1 82.4 79.2 82.2

指数 100.0 98.8 103.2 96.8 97.5 96.8 93.8 95.3 91.6 95.0

残留率 59.5 60.3 64.0 62.2 61.0 67.7 64.9 61.2 67.7 68.8

指数 100.0 101.3 107.6 104.5 102.5 113.8 109.1 102.9 113.8 115.6

残留率 43.0 47.3 52.6 46.5 46.7 59.3 56.2 54.3 55.9 60.4

指数 100.0 110.0 122.3 108.1 108.6 137.9 130.7 126.3 130.0 140.5

残留率 48.9 51.7 50.6 50.2 46.3 40.2 41.6 41.5 40.0 49.4

指数 100.0 105.7 103.5 102.7 94.7 82.2 85.1 84.9 81.8 101.0

残留率 67.8 66.3 61.9 60.6 61.4 68.1 63.8 64.6 65.0 68.4

指数 100.0 97.8 91.3 89.4 90.6 100.4 94.1 95.3 95.9 100.9

残留率 60.9 63.1 62.3 59.1 62.5 51.8 51.8 60.5 56.3 48.5

指数 100.0 103.6 102.3 97.0 102.6 85.1 85.1 99.3 92.4 79.6

残留率 67.0 63.5 67.8 67.5 69.9 69.4 68.6 70.6 72.1 72.3

指数 100.0 94.8 101.2 100.7 104.3 103.6 102.4 105.4 107.6 107.9

残留率 61.1 59.9 55.4 53.7 56.7 58.8 57.6 54.5 55.5 61.1

指数 100.0 98.0 90.7 87.9 92.8 96.2 94.3 89.2 90.8 100.0

残留率 59.4 59.8 63.2 63.2 61.3 63.9 59.4 61.3 56.4 58.8

指数 100.0 100.7 106.4 106.4 103.2 107.6 100.0 103.2 94.9 99.0

残留率 77.9 78.0 77.1 72.3 73.1 71.6 70.0 73.4 71.4 74.4

指数 100.0 100.1 99.0 92.8 93.8 91.9 89.9 94.2 91.7 95.5

残留率 68.2 69.3 70.2 70.9 70.1 71.3 73.3 70.6 71.2 71.6

指数 100.0 101.6 102.9 104.0 102.8 104.5 107.5 103.5 104.4 105.0
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男子 計

地元残留率の推移（男子：短期大学入学者数：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■2012年62.6％→2021年64.4％（1.8ポイント上昇）

・男子は2012年62.6％→2021年64.4％と1.8ポイント上昇。

・2021年上昇が高いのは、1位 北関東（140.5）、2位 東北（115.6） 、3位 東海（107.9）。※注

・2021年残留率が高いのは、1位 北海道（82.2%） 、2位 四国（74.4%）、3位 東海（72.3%）。

・2021年残留率が低いのは、1位 北陸（48.5%）、2位 南関東（49.4%） 、3位 中国（58.8%）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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地元残留率の推移（女子：短期大学入学者数：エリア別：2012～2021年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■2012年68.4％→2021年72.1％（3.7ポイント上昇）

・女子は2012年68.4％→2021年72.1％と3.7ポイント上昇。

・2021年上昇が高いのは、1位 東北（110.7）、2位 北関東（110.6）、3位 南関東（108.0）。※注

・2021年残留率が高いのは、1位 北海道（90.5%）、2位 東海（77.7％） 、3位 北陸（76.1%）。

・2021年残留率が低いのは、1位 南関東（65.8%）、2位 中国（66.6％）、3位 北関東（66.7%）。

※注（）内は指数＝2012年を100として算出
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地元残留率（全体：大学・短期大学入学者数：都道府県別：2021年）

【大学入学者地元残留率：全体】 【短期大学入学者地元残留率：全体】

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■大学入学者の地元残留率1位は愛知、短期大学入学者の地元残留率1位は福岡

大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 愛知（71.3%）、2位 東京（67.6%）、3位 北海道（67.3%)
残留率が低いのは、1位 奈良（14.3%）、2位 鳥取（15.2%）、3位 佐賀 （16.6%)

短期大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 福岡（93.0%) 、2位 愛知（90.7%）、3位 北海道（89.5%）
残留率が低いのは、1位 島根（20.8%) 、2位 奈良（39.9%）、3位 和歌山（41.0%）
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地元残留率（男子：大学・短期大学入学者数：都道府県別：2021年）

【大学入学者地元残留率：男子】 【短期大学入学者地元残留率：男子】

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■大学入学者の地元残留率1位は愛知、短期大学入学者の残留率1位は福岡

大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 愛知（67.3%）、2位 北海道（66.8%）、3位 東京（64.2%)
残留率が低いのは、1位 奈良（11.4%）、2位 鳥取 （12.4%）、3位 島根（13.3%)

短期大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 福岡（92.2%）、2位 大分（86.4％）、3位 徳島 （85.5％）
残留率が低いのは、1位 島根（15.0％）、2位 茨城（18.9％）、3位 神奈川（40.0％）
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地元残留率（女子：大学・短期大学入学者数：都道府県別：2021年）

【大学入学者地元残留率：女子】 【短期大学入学者地元残留率：女子】

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■大学入学者の地元残留率1位は愛知、短期大学入学者の地元残留率1位は福岡

大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 愛知（76.0%）、2位 東京（71.2%）、3位 福岡（68.1%）
残留率が低いのは、1位 奈良（18.1%）、2位 鳥取（18.3%）、3位 香川（18.5%）

短期大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 福岡（93.1%）、2位 愛知（92.1％）、3位 北海道（90.5％）
残留率が低いのは、1位 島根（21.7％）、2位 奈良（39.1％）、3位 和歌山（44.6％）
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18歳人口減少率×地元残留率（大学入学者：都道府県別：2021→2033年)

① ②

③ ④

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■「象限④」（18歳人口減少率が高く地元残留率が低い）に多くの県が集まる

・全国平均でラインを引き4象限に分けると、以下の通りになる。
象限① 18歳人口減少率が低く、地元残留率が高い

：東京、愛知、広島、福岡、熊本、沖縄
→人口が減少せず、地元にも残るため、県内募集は比較的しやすいセグメント。

象限② 18歳人口減少率が高く、地元残留率が高い
：北海道、宮城、石川、大阪、京都
→18歳は比較的地元に残るが、マーケット自体が縮小するセグメント。

象限③ 18歳人口減少率が低く、地元残留率が低い
：神奈川、千葉、埼玉、滋賀、宮崎、鹿児島
→人口は大きくは減少しないものの、周辺県への流出が多いセグメント。

象限④ 18歳人口減少率が高く、地元残留率が低い
：その他の県
→人口減少に加え地元にも残留しないため、地元募集だけでは厳しいセグメント。
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18歳人口減少率×地元残留率（短期大学入学者：都道府県別：2021→2033年）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■大学進学者と比較すると、地元に残留する傾向が強い

・短期大学の特性として比較的地元密着の傾向が強く、
大学進学者と比較すると地元残留率の平均が26.6ポイント高い。

・全国平均でラインを引き4象限に分けると、以下の通りになる。
象限① 18歳人口減少率が低く、地元残留率が高い

：神奈川、愛知、福岡、鹿児島
→人口が減少せず、地元にも残るため、県内募集は比較的しやすいセグメント。

象限② 18歳人口減少率が高く、地元残留率が高い
：北海道、宮城、群馬、栃木、岐阜、石川、大阪、兵庫、

岡山、徳島、香川、大分
→18歳は比較的地元に残るが、マーケット自体が縮小するセグメント。

象限③ 18歳人口減少率が低く、地元残留率が低い
：東京、埼玉、千葉、滋賀、広島、宮崎、熊本、沖縄
→人口は大きくは減少しないものの、周辺県への流出が多いセグメント。

象限④ 18歳人口減少率が高く、地元残留率が低い
：その他の府県
→人口減少に加え地元にも残留しないため、地元募集だけでは厳しいセグメント。
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東海エリアの18歳人口の予測推移

2021年度
（2018年中卒）

2022年度
（2019年中卒）

2023年度
（2020年中卒）

2024年度
（2021年中卒）

2025年度
（2021年中3）

2026年度
（2021年中2）

2027年度
（2021年中1）

2028年度
（2021年小6）

2029年度
（2021年小5）

2030年度
（2021年小4）

2031年度
（2021年小3）

2032年度
（2021年小2）

2033年度
（2021年小1）

愛知県 人数 71,537 70,259 69,766 67,500 69,750 70,135 69,617 69,290 69,412 68,350 67,479 66,002 65,599
変化率 100.0 98.2 97.5 94.4 97.5 98.0 97.3 96.9 97.0 95.5 94.3 92.3 91.7

岐阜県 人数 20,034 19,463 18,656 18,216 18,534 18,212 18,217 17,695 17,835 17,512 17,054 16,539 15,989
変化率 100.0 97.1 93.1 90.9 92.5 90.9 90.9 88.3 89.0 87.4 85.1 82.6 79.8

三重県 人数 17,458 16,894 16,491 15,777 16,206 16,008 15,858 15,709 15,562 15,380 14,866 14,501 14,185
変化率 100.0 96.8 94.5 90.4 92.8 91.7 90.8 90.0 89.1 88.1 85.2 83.1 81.3

静岡県 人数 34,622 33,864 33,396 32,062 32,763 33,130 32,349 31,783 31,733 31,120 30,455 29,913 28,669
変化率 100.0 97.8 96.5 92.6 94.6 95.7 93.4 91.8 91.7 89.9 88.0 86.4 82.8

東海4県 人数 143,651 140,510 138,309 133,555 137,253 137,485 136,041 134,477 134,542 132,362 129,854 126,955 124,442
変化率 100.0 97.8 96.3 93.0 95.5 95.7 94.7 93.6 93.7 92.1 90.4 88.4 86.6

全国 人数 1,141,140 1,121,285 1,097,416 1,063,451 1,090,537 1,092,199 1,084,161 1,070,907 1,068,668 1,050,118 1,034,763 1,023,785 1,014,014
変化率 100.0 98.3 96.2 93.2 95.6 95.7 95.0 93.8 93.6 92.0 90.7 89.7 88.9

※変化率は、2021年度を100として算出。

○愛知県：2021年 71,537名→2033年 65,599名（5,939名減）(減少率 8.3％）
○東海4県：2021年 143,651名→2033年 124,442名（19,209名減）（減少率 13.4%）
○全国：2021年 1,141,104名→2033年 1,014,014名（127,090名減）（減少率 11.1%）

(リクルート進学総研 18歳人口予測 Vol101より)
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資料9

〇令和2年度

名城大学 中京大学 愛知大学 名古屋学院大学

募集人員 310 320 330 250

志願者数 3,087 5,068 4,647 4,530

志願倍率 9.9 15.8 14.0 18.1

合格者数 856 1,424 1,480 1,011

入学者数 304 316 380 274

定員充足率 0.98 0.98 1.15 1.09

〇令和3年度

名城大学 中京大学 愛知大学 名古屋学院大学

募集人員 310 320 330 250

志願者数 2,331 3,503 3,668 2,125

志願倍率 7.5 10.9 11.1 8.5

合格者数 1,205 1,473 1,635 939

入学者数 331 330 403 283

定員充足率 1.06 1.03 1.22 1.13

〇令和4年度

名城大学 中京大学 愛知大学 名古屋学院大学

募集人員 310 320 330 250

志願者数 2,590 2,698 4,042 2,699

志願倍率 8.3 8.4 12.2 10.7

合格者数 1,200 1,281 1,542 1,193

入学者数 328 329 358 322

定員充足率 1.05 1.02 1.08 1.28

各大学ホームページおよび2021-2023 大学の真の実力より

競合校の入学志願動向（令和2年度－令和4年度）
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歴史 商

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 130 130 130 130 130 - 入学定員 250 250 250 250 250 -

志願者数 1,468 1,495 1,947 1,613 1,565 1,618 志願者数 3,048 1,813 2,742 1,705 1,402 2,142

実志願者数 598 563 664 546 530 580 実志願者数 1,207 742 1,183 765 613 902

受験者数 1,426 1,470 1,913 1,559 1,510 1,576 受験者数 2,983 1,791 2,701 1,654 1,330 2,092

実受験者数 594 556 655 538 523 573 実受験者数 1,190 736 1,170 754 601 890

合格者数 587 494 514 551 542 538 合格者数 592 582 636 539 585 587

実合格者数 342 298 320 337 315 322 実合格者数 409 382 485 385 397 412

実倍率 1.74 1.87 2.05 1.60 1.66 1.78 実倍率 2.91 1.93 2.41 1.96 1.51 2.14

入学者数 137 137 129 134 135 134 入学者数 246 258 255 256 265 256

定員充足率 1.05 1.05 0.99 1.03 1.04 - 定員充足率 0.98 1.03 1.02 1.02 1.06 -

英語英米 経営

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 110 110 110 110 110 - 入学定員 290 290 290 290 290 -

志願者数 941 1,083 1,015 758 569 873 志願者数 3,241 3,628 4,412 3,454 2,391 3,425

実志願者数 484 456 496 350 270 411 実志願者数 1,454 1,417 1,618 1,322 1,035 1,369

受験者数 921 1,064 1,000 720 533 848 受験者数 3,130 3,540 4,319 3,340 2,309 3,328

実受験者数 479 450 486 344 266 405 実受験者数 1,432 1,387 1,591 1,298 1,013 1,344

合格者数 448 413 537 547 485 486 合格者数 901 1,049 1,072 814 902 948

実合格者数 267 244 329 294 261 279 実合格者数 565 586 683 587 575 599

実倍率 1.79 1.84 1.48 1.17 1.02 1.46 実倍率 2.53 2.37 2.33 2.21 1.76 2.24

入学者数 111 112 107 94 101 105 入学者数 291 311 305 301 300 302

定員充足率 1.01 1.02 0.97 0.85 0.92 - 定員充足率 1.00 1.07 1.05 1.04 1.03 -

日本文化 経済

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 110 110 110 110 110 - 入学定員 250 250 250 250 250 -

志願者数 1,214 891 1,616 1,039 784 1,109 志願者数 3,522 3,454 3,471 3,154 3,197 3,360

実志願者数 496 371 624 404 391 457 実志願者数 1,582 1,307 1,335 1,233 1,178 1,327

受験者数 1,172 872 1,569 1,009 762 1,077 受験者数 3,485 3,394 3,425 3,067 3,108 3,296

実受験者数 492 366 617 401 386 452 実受験者数 1,571 1,293 1,322 1,220 1,163 1,314

合格者数 561 471 565 444 507 510 合格者数 855 1,020 990 1,164 1,044 1,015

実合格者数 279 257 342 276 310 293 実合格者数 554 584 639 636 634 609

実倍率 1.76 1.42 1.80 1.45 1.25 1.54 実倍率 2.84 2.21 2.07 1.92 1.83 2.17

入学者数 109 118 108 109 115 112 入学者数 242 279 259 257 261 260

定員充足率 0.99 1.07 0.98 0.99 1.05 - 定員充足率 0.97 1.12 1.04 1.03 1.04 -

グローバル英語 法律

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 110 110 110 110 110 - 入学定員 190 190 190 190 190 -

志願者数 1,172 1,002 1,203 992 923 1,058 志願者数 2,104 2,411 2,313 2,156 2,388 2,274

実志願者数 534 438 510 387 389 452 実志願者数 957 920 875 826 923 900

受験者数 1,151 975 1,167 925 891 1,022 受験者数 2,062 2,345 2,234 2,079 2,277 2,199

実受験者数 526 429 501 379 382 443 実受験者数 945 901 859 812 898 883

合格者数 350 369 634 802 692 569 合格者数 735 791 1,042 998 853 884

実合格者数 249 237 307 343 339 295 実合格者数 436 409 518 552 502 483

実倍率 2.11 1.81 1.63 1.10 1.13 1.56 実倍率 2.17 2.20 1.66 1.47 1.79 1.86

入学者数 106 107 109 111 116 110 入学者数 180 193 196 183 186 188

定員充足率 0.96 0.97 0.99 1.01 1.05 - 定員充足率 0.95 1.02 1.03 0.96 0.98 -

宗教 現代社会法

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 70 70 70 70 70 - 入学定員 105 105 105 105 105 -

志願者数 581 472 525 324 368 454 志願者数 1,040 1,068 803 978 896 957

実志願者数 272 204 235 157 156 205 実志願者数 509 410 384 404 413 424

受験者数 559 448 508 308 347 434 受験者数 1,019 1,056 769 945 867 931

実受験者数 268 198 233 155 152 201 実受験者数 500 406 375 399 406 417

合格者数 161 143 158 202 219 177 合格者数 266 245 372 370 331 317

実合格者数 112 111 120 118 119 116 実合格者数 181 170 214 236 243 209

実倍率 2.39 1.78 1.94 1.31 1.28 1.74 実倍率 2.76 2.39 1.75 1.69 1.67 2.05

入学者数 68 85 72 72 74 74 入学者数 113 111 108 122 130 117

定員充足率 0.97 1.21 1.03 1.03 1.06 - 定員充足率 1.08 1.06 1.03 1.16 1.24 -

本学の学生確保の状況（平成30年度-令和4年度）

資料10
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心理 歯

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 140 140 140 140 160 - 入学定員 125 125 125 125 125 -

志願者数 1,273 1,813 1,941 1,764 1,887 1,736 志願者数 573 748 543 418 380 532

実志願者数 586 670 748 630 667 660 実志願者数 329 378 305 246 226 297

受験者数 1,251 1,764 1,891 1,706 1,798 1,682 受験者数 482 663 454 354 327 456

実受験者数 582 658 734 621 659 651 実受験者数 302 358 278 220 205 273

合格者数 534 597 577 535 651 579 合格者数 337 403 374 285 312 342

実合格者数 292 325 353 353 379 340 実合格者数 235 251 241 205 201 227

実倍率 1.99 2.02 2.08 1.76 1.74 1.92 実倍率 1.29 1.43 1.15 1.07 1.02 1.19

入学者数 143 153 134 141 180 150 入学者数 120 132 121 106 89 114

定員充足率 1.02 1.09 0.96 1.01 1.13 - 定員充足率 0.96 1.06 0.97 0.85 0.71 -

健康科学 医療薬

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 155 180 180 180 180 - 入学定員 145 145 145 145 145 -

志願者数 1,308 1,396 1,963 1,566 1,485 1,544 志願者数 1,228 1,241 1,207 1,077 1,106 1,172

実志願者数 456 450 577 536 457 495 実志願者数 556 530 523 503 528 528

受験者数 1,276 1,365 1,925 1,497 1,376 1,488 受験者数 1,149 1,118 1,103 1,003 1,030 1,081

実受験者数 450 446 572 531 450 490 実受験者数 545 513 508 494 518 516

合格者数 423 588 588 578 697 575 合格者数 486 556 587 753 589 594

実合格者数 244 284 328 353 325 307 実合格者数 328 350 354 409 396 367

実倍率 1.84 1.57 1.74 1.50 1.38 1.61 実倍率 1.66 1.47 1.44 1.21 1.31 1.42

入学者数 153 192 177 181 201 181 入学者数 143 145 143 128 166 145

定員充足率 0.99 1.07 0.98 1.01 1.12 - 定員充足率 0.99 1.00 0.99 0.88 1.14 -

健康栄養 歯科衛生

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

入学定員 80 80 80 80 80 - 入学定員 100 100 100 100 100 -

志願者数 592 699 577 694 617 636 志願者数 232 169 235 283 238 231

実志願者数 230 269 226 299 240 253 実志願者数 142 117 142 158 138 139

受験者数 568 685 561 672 584 614 受験者数 198 153 232 263 205 210

実受験者数 226 260 217 290 236 246 実受験者数 142 115 142 158 137 139

合格者数 467 441 393 298 250 370 合格者数 160 145 140 135 156 147

実合格者数 185 180 183 184 151 177 実合格者数 115 111 118 116 115 115

実倍率 1.22 1.44 1.19 1.58 1.56 1.40 実倍率 1.23 1.04 1.20 1.36 1.19 1.21

入学者数 80 84 93 78 89 85 入学者数 100 99 105 107 106 103

定員充足率 1.00 1.05 1.16 0.98 1.11 - 定員充足率 1.00 0.99 1.05 1.07 1.06 -

総合政策

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均 ※帰国生徒入試、外国人留学生入試、社会人入試は除く

入学定員 210 210 210 210 210 -

志願者数 2,723 2,013 2,008 2,386 1,806 2,187

実志願者数 1,224 901 799 910 753 917

受験者数 2,679 1,973 1,960 2,294 1,705 2,122

実受験者数 1,209 891 786 896 740 904

合格者数 680 748 931 1,034 945 868

実合格者数 504 426 507 590 552 516

実倍率 2.40 2.09 1.55 1.52 1.34 1.78

入学者数 216 216 217 215 219 217

定員充足率 1.03 1.03 1.03 1.02 1.04 -
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旧入学定員 新入学定員 定員増

入学定員 250 270 20名

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

実志願者数 1,582 1,307 1,335 1,233 1,178 1,327

実受験者数 1,571 1,293 1,322 1,220 1,163 1,314

実合格者数 554 584 639 636 634 609

入学者数 242 279 259 257 261 260

志願倍率 6.33 5.23 5.34 4.93 4.71 4.91

実質倍率 2.84 2.21 2.07 1.92 1.83 2.17

歩留率 0.44 0.48 0.41 0.40 0.41 0.43

新定員を充足するために必

要な合格者数
618 566 666 669 656 633

※帰国生徒入試、外国人留学生入試、社会人入試は除く

・過去5年間の入学定員・志願者数・受験者数・合格者数から、予想される志願倍率・実質倍率を算出

・合格者数に対する入学者数の割合から、歩留率を算出し、新入学定員を充足 するために必要な合格者数を算出。

本学経済学部経済学科の学生確保の見通し

⇒新入学定員を充足するために必要な合格者数と過去5年間の志願者数を比較し、適切な入試選考を実施

できる志願倍率を維持できるか検証することで、学生確保の見通しを示した。
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資料12 

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 平均

学部数 91 91 91 91 90 90

入学定員（人） 40,016 39,077 38,695 39,013 38,782 39,117

志願者数（人） 412,231 422,743 391,925 350,241 342,042 383,836

志願倍率 10.3 10.8 10.1 8.9 8.8 9.8

入学者数（人） 41,707 39,805 39,773 39,567 40,180 40,206

入学定員充足率（％） 104.2 101.8 102.7 101.4 103.6 102.7

平成30年度～令和4年度 私立大学・短期大学等入学志願動向より

全国の経済学部の入学志願動向（平成30年度-令和4年度）
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高校の先生 塾・予備校 家族や先輩・知人 回答者数

歴史 58.6% 65.7% 9.1% 0.0% 5.1% 44.4% 7.1% 36.4% 5.1% 8.1% 99

英語英米文化 68.6% 49.0% 7.8% 9.8% 5.9% 31.4% 5.9% 31.4% 7.8% 11.8% 51

日本文化 63.3% 65.8% 5.1% 5.1% 7.6% 30.4% 8.9% 32.9% 2.5% 8.9% 79

グローバル英語 67.9% 58.5% 1.9% 1.9% 3.8% 30.2% 7.5% 34.0% 5.7% 11.3% 53

宗教文化 54.1% 45.9% 10.8% 5.4% 13.5% 43.2% 13.5% 27.0% 2.7% 13.5% 37

心理 65.0% 60.0% 12.5% 6.7% 6.7% 44.2% 3.3% 11.7% 5.0% 7.5% 120

健康科 59.3% 61.9% 4.4% 7.1% 10.6% 46.0% 6.2% 17.7% 2.7% 9.7% 113

健康栄養 71.0% 74.2% 1.6% 3.2% 4.8% 58.1% 6.5% 19.4% 1.6% 3.2% 62

商 61.4% 59.1% 3.1% 7.1% 11.0% 52.0% 11.0% 21.3% 0.8% 7.9% 127

経営 61.3% 59.4% 4.7% 2.8% 3.8% 47.2% 8.5% 24.5% 4.7% 9.4% 106

経済 57.1% 42.9% 8.9% 1.8% 9.8% 28.6% 3.6% 24.1% 5.4% 17.9% 112

法律 47.1% 57.4% 5.9% 7.4% 2.9% 41.2% 8.8% 25.0% 1.5% 16.2% 68

現代社会法 62.9% 66.1% 4.8% 3.2% 6.5% 51.6% 6.5% 14.5% 1.6% 9.7% 62

総合政策 51.9% 55.6% 6.5% 5.6% 13.0% 34.3% 9.3% 36.1% 5.6% 14.8% 108

医療薬 49.4% 47.2% 12.4% 3.4% 4.5% 22.5% 4.5% 33.7% 12.4% 12.4% 89

歯 33.3% 31.3% 0.0% 8.3% 8.3% 14.6% 10.4% 10.4% 18.8% 47.9% 48

大学全体 58.6% 57.0% 6.5% 4.8% 7.6% 39.7% 7.3% 24.9% 4.9% 12.1% 1334

（2022年度新入生アンケートより）
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受験雑誌 塾・予備校 ＳＮＳ 回答者数

歴史 77.1% 61.4% 22.9% 27.1% 8.6% 11.4% 2.9% 8.6% 1.4% 1.4% 70

英語英米文化 66.7% 50.0% 30.6% 16.7% 13.9% 13.9% 2.8% 5.6% 5.6% 5.6% 36

日本文化 78.2% 56.4% 23.6% 38.2% 16.4% 10.9% 9.1% 14.5% 10.9% 1.8% 55

グローバル英語 63.3% 65.3% 24.5% 14.3% 16.3% 8.2% 6.1% 8.2% 4.1% 4.1% 49

宗教文化 62.1% 79.3% 20.7% 44.8% 13.8% 6.9% 0.0% 0.0% 6.9% 6.9% 29

心理 68.4% 65.3% 26.3% 26.3% 16.8% 9.5% 9.5% 5.3% 6.3% 7.4% 95

健康科学 65.4% 64.1% 24.4% 25.6% 15.4% 7.7% 7.7% 0.0% 2.6% 3.8% 78

健康栄養 80.0% 63.3% 13.3% 13.3% 20.0% 3.3% 10.0% 6.7% 10.0% 3.3% 30

商 64.5% 66.4% 30.9% 24.5% 12.7% 12.7% 4.5% 2.7% 1.8% 4.5% 110

経営 71.4% 69.6% 26.8% 27.7% 11.6% 5.4% 4.5% 3.6% 2.7% 8.0% 112

経済 60.4% 61.5% 30.8% 18.7% 13.2% 8.8% 2.2% 4.4% 3.3% 5.5% 91

法律 69.6% 63.7% 25.5% 19.6% 15.7% 7.8% 10.8% 4.9% 5.9% 3.9% 102

現代社会法 72.9% 54.2% 28.8% 27.1% 11.9% 8.5% 6.8% 5.1% 8.5% 10.2% 59

総合政策 58.3% 63.5% 30.2% 17.7% 18.8% 8.3% 8.3% 9.4% 5.2% 6.3% 96

医療薬 63.6% 59.7% 16.9% 20.8% 9.1% 6.5% 3.9% 10.4% 10.4% 2.6% 77

歯 45.0% 55.0% 7.5% 15.0% 50.0% 7.5% 5.0% 2.5% 12.5% 10.0% 40

大学全体 66.7% 63.0% 25.3% 23.5% 15.3% 8.7% 6.1% 5.7% 5.4% 5.3% 1129

（2021年度新入生アンケートより）
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全国と東海 4県の有効求人倍率（%）2013-2020年 

注）厚生労働省「一般職業紹介状況」より作成。各年の月別季節調整値の平均値を算出。 
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2030年時点の都道府県別人手不足予測値（単位：万人） 

注）パーソル総合研究所「労働市場の未来推計 2030」より引用して作成。労働需要：労働力調査

（2017）から都道府県別の過去 10年間の増減のトレンドから算出。労働供給：日本の地域別将

来推計人口（2018）から得た年齢別推計人口に算出した労働力率を乗じた上で数値を補正し算出。 

都道府県 需要 供給　 需要-供給 都道府県 需要 供給 需要-供給

北海道 265 250 -15 滋賀県 81 73 -7
青森県 64 55 -9 京都府 142 131 -12
岩手県 62 56 -6 大阪府 468 456 -13
宮城県 126 114 -12 兵庫県 295 274 -22
秋田県 44 40 -4 奈良県 65 62 -3
山形県 56 49 -8 和歌山県 48 43 -6
福島県 96 84 -12 鳥取県 28 26 -2
茨城県 154 140 -13 島根県 32 31 -1
栃木県 108 97 -10 岡山県 97 95 -2
群馬県 102 96 -6 広島県 150 143 -7
埼玉県 418 390 -28 山口県 66 63 -3
千葉県 365 329 -36 徳島県 34 34 0
東京都 948 815 -133 香川県 49 47 -2
神奈川県 553 500 -54 愛媛県 66 62 -4
新潟県 115 105 -10 高知県 34 31 -3
富山県 56 51 -5 福岡県 278 262 -16
石川県 63 57 -6 佐賀県 46 38 -7
福井県 43 37 -6 長崎県 67 60 -8
山梨県 42 37 -4 熊本県 95 82 -10
長野県 110 97 -13 大分県 60 53 -7
静岡県 203 179 -24 宮崎県 57 48 -9
岐阜県 115 96 -19 鹿児島県 81 70 -10
愛知県 445 409 -36 沖縄県 84 77 -7
三重県 100 87 -13
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＜全国＞

2018年度

(2019年3月卒)

2019年度

(2020年3月卒)

2020年度

(2021年3月卒）

2021年度

(2022年3月卒)

2022年度

(2023年3月卒）

求人倍率 1.88倍 1.83倍 1.53倍 1.50倍 1.58倍

求人総数 813,500 804,700 683,000 676,400 706,900

民間企業

就職希望者数
432,200 439,500 447,100 450,000 448,600

＜本学＞

2017年度

(2018年3月卒）

2018年度

(2019年3月卒)

2019年度

(2020年3月卒)

2020年度

(2021年3月卒)

2021年度

(2022年3月卒)

求人社数 14,037 14,746 15,205 14,132 13,399

就職希望者

（公務員、自営、修行含）
2,007 2,054 1,993 2,048 1,897

卒業者数

（歯、薬除く）
2,148 2,212 2,117 2,242 2,081

全国の求人総数、求人倍率から見た本学の状況

（出展）リクルートワークス研究所

「第39回ワークス大卒求人倍率調査（2023年卒）」より抜粋

（出展）愛知学院大学キャリアセンター統計資料
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学科
平成29年度
（2018卒）

平成30年度
（2019卒）

平成31年度
（2020卒）

令和2年度
（2021卒）

令和3年度
（2022卒）

就職希望者 226 224 253 222 212

就職決定者 223 222 247 220 207

就職決定率 98.7% 99.1% 97.6% 99.1% 97.6%

進学等決定者 6 17 2 15 25

卒業者 232 241 255 237 237

経済学部

経済学部の就職実績（平成29年度-令和3度）
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https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20211014_04.html[2023/03/01 10:27:10]

公開日付：2021.10.14

　2021年の社長の出身大学トップは、日本大学が社長数2万890人で他大学を引き離し、調査を開始以来、11年連続で
守った。
　2位は慶應義塾大学が1万625人、3位は早稲田大学が1万441人で、2校が僅差で競り合う。
　上位20位までの順位は前回と変わらないが、前回、京都大学と20位を分けた駒澤大学が21位に1ランクダウンした。国立大
学は10位の東京大学、20位の京都大学の2大学で、社長数は私立大の優勢が続いている。
　都道府県別の社長数は、日本大学が35都道県（構成比74.4％）で3位以内に入り、強さを誇る。ただ、2021年は岩手
県と新潟県で地元大学にトップを譲り、1位は18都県（前年20都県）に減少、地元大学の健闘が目立った。
　社長数が上位100大学（医科歯科系を除く）の出身社長の企業業績は、増収企業では旧帝大を中心とした国立大が多
かった。ただ、増収率はトップの九州大学が39.2％増（前回51.0％増）で11.8ポイントダウンし、コロナ禍の影響をうかがわせ
た。

※ 本調査は、東京商工リサーチの企業データベース約400万社の代表者データ（個人企業を含む）から、公開された 出身大学を抽出、集計し
た。同一人物が複数の企業で社長を務める場合、売上高の上位1社を集計対象とした。 集計対象外となった企業は30万4,206社。

※ 出身大学が校名変更、統合した場合、存続大学名で集計した。本調査は2010年から始め、今回が11回目。

日本大学が11年連続トップ

　社長の出身大学トップは、日本大学が2万890人で他を圧倒した。卒業生が多く、唯一の2万人超えを維持した。2位は慶
応義塾大学1万625人、3位は早稲田大学1万441人だった。慶応義塾大学は2015年に2位に浮上し、早稲田大学とは僅
差ながら7年連続で2位を守った。
　以下、4位に明治大学8,339人、5位に中央大学7,656人、6位に法政大学6,157人と、東京の大規模私大が続く。関東
以外では7位に近畿大学、9位に同志社大学の関西勢2校がトップ10に入った。

国公立大学で唯一、東京大学が3年連続トップ10入り

　2019年に国公立大学で初めてトップ10に入った東京大学は、3年連続で10位だった。2020年に初めて20位にランクインし
た京都大学は、2年連続で20位を維持した。
　国公立大学で上位50位内は、東京大学、京都大学のほか、22位大阪大学2,376人（前年22位）、23位北海道大
学2,229人（同24位）、27位九州大学2,014人（同27位）、29位東北大学1,925人（同29位）と旧帝大が続く。
次いで、31位神戸大学（同31位）、33位広島大学（同34位）、41位千葉大学（同42位）、44位名古屋大学
（同44位）、50位岡山大学（同51位）の合計11校がランクインした。岡山大学は初めて上位50位に入った。

都道府県別　18都県で日本大学がトップ、前年より2県減少

　都道府県別でも、日本大学は18都県でトップと強さをみせる。しかし、岩手県と新潟県で地元大学にトップの座を明け渡し、
トップは前年（20都県）から2県減少した。また、3位内に日本大学が入った都道府県は35都道県（構成比74.4％）にの
ぼるが、前年（36都道県）より1県（佐賀県）減少した。
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【2021年社長の出身大学】日本大学が11年連続トップ 上位国立大は東京大学、京都大学 ︓ 東京商工リサーチ

https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20211014_04.html[2023/03/01 10:27:10]

　東西別では、東日本の21都道県は、北海道、岩手県、宮城県、新潟県、愛知県、三重県を除く、15都県（構成
比71.4％）で日本大学がトップに立った。
　日本大学出身の社長数が地元大学を上回る背景には、卒業生が約116万人（出典：日本大学ホームページ）と他大学
を圧倒し、全国26校の付属高校から地方の企業経営者の子息、子女が大学へ進学し、卒業後に事業を継承することも多い
ようだ。
　一方で、日本大学以外がトップの6道県では、いずれも地元大学がトップに立った。

西日本は地元大学に軍配

　西日本の26府県では、東日本と好対照に地元大学が健闘している。日本大学が最多は、香川県、高知県、宮崎県の3県
（構成比11.5％）にとどまる。3県以外は、県内、あるいは同じ域内の大学がトップに立った。
　西日本の各県トップは、地元の国立大学が目立つ。東日本で国立大学がトップ(トップタイ含む）に立ったのは、21都道県の
うち、北海道、新潟県、三重県の3道県（同14.2％）にとどまるが、西日本は26府県のうち13県（同50.0％）と半数を占
めた。今回、福井県で福井大学がトップに立ち、前年より1件増加した。
　特に、中国5県はすべて地元の国立大学がトップを占めた。九州も長崎県、大分県、鹿児島県、沖縄県で地元国立大学が
トップに立ったが、福岡県と佐賀県は、福岡大学が最多だった。
　近畿では大阪府、奈良県、和歌山県で近畿大学がトップ、京都府は同志社大学、滋賀県は立命館大学、兵庫県は甲南
大学がトップと、2府4県すべて私立大学がトップを占めた。
　一方、北陸3県はいずれも地元国立大学がトップだった。

業績別　国公立大出身の社長の増収率が高い

　社長数の上位100校で、出身社長の企業の直近2期の売上高と当期利益を比較した。 　医科歯科系大学を除くランキング
トップは、増収率は九州大学、増益率は北海学園大学、増収増益率は北海学園大学だった。
各ランキングの上位20校は、増収率は国立大15大学、公立大1大学、私立大4大学と、国公立大が強い。しかし、増益率
と増収増益率は、いずれも国立大8大学、私立大12大学で、私立大が逆転している。
　2019年1月期以降を対象にした前回調査との比較では、増収率は前年1位の51.0％から11.8ポイント減少した。増益
率1位も2.4ポイント減、増収増益率も6.5ポイント減で、コロナ禍の影響を反映した結果となった。

※ 2020年1月期以降を最新期の企業のうち、2期連続で12カ月決算で売上高、当期利益が判明した企業を対象に算出。

データを読む一覧に戻る

最新記事・倒産状況に関するお問い合わせ

Facebook Twitter YouTube

最新セミナー・イベント

東京商工リサーチ版 SNS一覧

人気記事ランキング

「ゼロ・ゼロ融資後」倒産 1月
は48件、前年同月の6倍に増加

事業投融資のエクシア、投資家とト
ラブル多発

連絡難のユービーエム（株）、工事
現場で混乱も

上場3,213社 平均給
与605万5,000円、2018年度に
並びこの10年で最高 ～ 2021年
度「平均年間給与」調査 ～

連絡難のユービーエム（株）の信
用調査報告書を読み解く

最新記事はこちら
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令和５年２月

株式会社 進研アド

Ⓒ Shinken-Ad. Co., Ltd. All Rights Reserved.

愛知学院大学
「経済学部 経済学科」

入学定員増に関するニーズ調査
結果報告書

【企業対象調査】

資料20
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企業対象調査

調査対象 企業の採用担当者

調査エリア

北海道、宮城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、

石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県、佐賀県、

鹿児島県、沖縄県

調査方法 郵送調査

調査
対象数

依頼数 1,759社

回収数（回収率） 693企業（39.4％）

調査時期 2022年11月22日（火）～2022年12月21日（水）

調査実施機関 株式会社 進研アド

１．調査目的

３．調査項目

2024年４月に予定している愛知学院大学「経済学部 経済学科」の入学定員増構
想に関して、企業のニーズを把握する。

企業対象調査

• 人事採用への関与度

• 本社所在地

• 業種

• 従業員数

• 正規社員の平均採用人数

• 本年度の採用予定数

• 採用したい学問分野

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の特色に対する魅力度

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の社会的必要性

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生に対する採用意向

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生の毎年の採用想定人数

２．調査概要

企業対象 調査概要
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企業対象 調査結果まとめ
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※本調査は、愛知学院大学「経済学部 経済学科」に対する人材需要を確認するための
調査として設計。愛知学院大学「経済学部 経済学科」の卒業生就職先として想定され
る企業の人事関連業務に携わっている人を対象に調査を実施し、693企業から回答を
得た。

• 回答者の人事採用への関与度を聞いたところ、「採用の決裁権があり、選考にか

かわっている」人は24.5％、「採用の決裁権はないが、選考にかかわっている」人

が65.7％と、採用や選考にかかわる人事担当者からの意見を聴取できていると考

えられる。

• 回答企業の本社所在地は、愛知学院大学の所在地である「愛知県」が65.4％を占

め、最も多い。次いで「岐阜県」が8.7％、「三重県」が5.5％である。

• 回答企業の業種としては「卸売・小売業」が27.6％で最も多い。次いで「製造業」が

19.3％、「建設業」が11.4％である。

• 回答企業の従業員数（正規社員）は、「100名～500名未満」が40.5％で最も多い。

次いで「50名未満」が15.4％、「500名～1,000名未満」が15.3％である。

企業対象 調査結果まとめ

回答企業（回答者）の属性

回答企業の採用状況（過去３か年）／
本年度の採用予定数／採用したい学問分野

• 回答企業の平均的な正規社員の採用人数は、「１名～５名未満」が30.4％で最も多

い。次いで「10名～20名未満」が19.9％、「５名～10名未満」が18.2％である。毎

年、正規社員を採用している企業がほとんどである。

• 回答企業の本年度の採用予定数は、「昨年度並み」が61.0％で最も多い。次いで

「増やす」が27.0％と、回答企業の多くで昨年と同等かそれ以上の採用が予定され

ている様子である。

• 回答企業の採用したい学問分野を複数回答で聴取したところ、「学んだ学問分野

にはこだわらない」の割合が49.8％で最も高い。「経済学部 経済学科」の学びに関

連のある「経済・経営・商学」の割合は、39.1％である。
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企業対象 調査結果まとめ

愛知学院大学「経済学部 経済学科」の特色に対する魅力度

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の特色に対する魅力度（※）は、全ての項目

で８割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ａ．中部圏のビジネスや行政の中心地・名古屋都心に立

地する名城公園キャンパスのメリットを生かし、近隣の金融機関や行政機関より招

いた多彩な講師陣から、実践的かつ最新の経済事情について学ぶことができま

す。」（90.2％）であり、「とても魅力を感じる」と回答した人の割合も31.3％で最も高

い。

次 に 魅 力 度 が 高 い の は 、 「 Ｂ ． 持 続 可 能 な 開 発 目 標 (SDGs ： Sustainable

Development Goals)に関連する環境政策論や農業政策論といった科目を新たに設

置。経済政策を深く学ぶことにより、公務員や公益法人など公共的分野での活躍を

めざします。」（82.7％）、さらに「Ｃ．税について学ぶ租税制度論を新たに設置する

ことに加え、大学院と連携して学ぶことにより、税理士等の国家資格の取得や国税

専門官といった公務員など、専門的な職業人としての能力を身につけます。」

（80.7％）と続く。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した企業の合計値
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企業対象 調査結果まとめ

愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生に対する」採用意向・
毎年の採用想定人数

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生を「採用したいと思う」と答えた企業は、

92.8％（693企業中、643企業）である。

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の卒業生を「採用したいと思う」と答えた643

企業へ愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生の採用を毎年何名程度想定し

ているか聞いたところ、採用想定人数の合計は1,272名で、予定している入学定員

数270名を大きく上回っている。このことから、安定した人材需要があることがうかが

える。

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 愛知学院大学の所在地である「愛知県」に本社がある企業からの採用意向は、

93.4％（453企業中、423企業）。採用想定人数の合計は821名で、予定している入

学定員数を３倍以上上回っている。

◇従業員数別

• 従業員数の多少にかかわらず、いずれの層でも９割以上の採用意向がみられる。

とくに、従業員数が「100名～500名未満」「1,000名以上」の企業では、いずれも採

用想定人数の合計が予定している入学定員数を上回っている。

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の社会的必要性については、97.7％（693企

業中、677企業）が「必要だと思う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会

にとって必要な学部学科であると評価されていることがうかがえる。

愛知学院大学「経済学部 経済学科」の社会的必要性
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◇本年度の採用予定数別

• 本年度の採用を「増やす」予定の企業からの採用意向は、96.8％（187企業中、

181企業）。採用想定人数の合計は462名で、予定している入学定員数を上回って

いる。本年度の採用が「昨年度並み」予定の企業からの採用意向は、92.4％（423

企業中、391企業）。採用想定人数の合計は725名で、予定している入学定員数を

２倍以上上回っている。

◇採用したい学問分野別

• 愛知学院大学「経済学部 経済学科」の学びと関連する「経済・経営・商学」を学ん

だ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は97.8％（271企業中、265企

業）。採用想定人数の合計は530名で、予定している入学定員数を上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
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企業対象 調査結果
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全体 (n=693) 24.5 65.7 7.8 

2.0 

【単位：％】

200 40 60 80 100

回答企業（回答者）の属性（人事採用への関与度／本社所在地）

■人事採用への関与度
Ｑ１. アンケートにお答えいただいている方の、人事採用への関与度をお教えください。（あてはまる番号１つに○）

■本社所在地
Ｑ２. 貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。
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■業種
Ｑ３. 貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

回答企業（回答者）の属性（業種／従業員数）

■従業員数
Ｑ４. 貴社・貴団体の従業員数（正規社員）について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）
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増やす 昨年度並み 減らす 未定 無回答
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Ｑ５. 貴社・貴団体の過去３か年の平均的な正規社員の採用数について、お教えください。（あてはまる番号１つに○）

■正規社員の平均採用人数

■本年度の採用予定数
Ｑ６. 貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(あてはまる番号１つに○)
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経
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・
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地
理
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、
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史
学

、
哲
学
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ど
含
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）

法
学

（
政
治
学
な
ど

含
む

）

教
員
養
成
・
教
育
学

生
活
科
学

（
食
物
・

栄
養
学

、
被
服
学

、

児
童
学
な
ど
含
む

）

芸
術
学

（
美
術
・

デ
ザ
イ
ン

、
音
楽
な
ど

含
む

）

(n=693)

39.1 

18.3 
14.6 12.6 

18.6 

5.9 6.8 5.6 

0%

20%

40%

総
合
科
学

（
人
間
科
学

、

総
合
情
報
学
な
ど
含
む

）

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

理
学
・
工
学
・
農
水
産
学

そ
の
他

学
ん
だ
学
問
分
野
に
は

こ
だ
わ
ら
な
い

無
回
答

14.7 

4.0 3.2 

28.1 

4.2 

49.8 

0.3 
0%

20%

40%

採用したい学問分野

Ｑ７. 貴社・貴団体では、今後、大学でどのような学問分野を学んだ人物を採用したいとお考えですか。
（あてはまる番号すべてに○）

■採用したい学問分野
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(各n=693)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

中部圏のビジネスや行政の中心地・名古屋
都心に立地する名城公園キャンパスのメリッ
トを生かし、近隣の金融機関や行政機関より
招いた多彩な講師陣から、実践的かつ最新
の経済事情について学ぶことができます。

90.2

Ｂ．

持続可能な開発目標(SDGs：Sustainable
Development Goals)に関連する環境政策論
や農業政策論といった科目を新たに設置。
経済政策を深く学ぶことにより、公務員や公
益法人など公共的分野での活躍をめざしま
す。

82.7

Ｃ．

税について学ぶ租税制度論を新たに設置す
ることに加え、大学院と連携して学ぶことに
より、税理士等の国家資格の取得や国税専
門官といった公務員など、専門的な職業人と
しての能力を身につけます。

80.7

31.3 

22.4 

22.4 

58.9 

60.3 

58.3 

8.2 

15.3 

17.7 

0.7 

1.2 

1.0 

0.9 

0.9 

0.6 

【単位：％】

200 40 60 80 100

魅力度

（※）

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ８. 愛知学院大学「経済学部 経済学科」には、以下のような特色があります。
貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。
（それぞれ、あてはまる番号１つに○）

愛知学院大学「経済学部 経済学科」の
特色に対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない
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標
本
数

単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 46.3% 23.3% 14.5% 1.6% 5.1% 3.0%

企業数 298 150 93 10 33 19 603

名 298 300 279 40 165 190 1,272

 全体 643 ⇒

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=693)
92.8

（643企業）

5.3

（37企業）

1.9

（13企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=693)
97.7

（677企業）

1.0

（7企業）

1.3

（9企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

愛知学院大学「経済学部 経済学科」の社会的必要性／
卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた643社のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生に対する採用意向

Ｑ10.貴社・貴団体（ご回答者）では、愛知学院大学「経済学部 経済学科」を卒業した
学生について、採用したいと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生の毎年の採用想定人数

■愛知学院大学「経済学部 経済学科」の社会的必要性

Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者）は、愛知学院大学「経済学部 経済学科」は、
これからの社会にとって必要だと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

Ｑ11.Ｑ10で「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
採用を考える場合、愛知学院大学「経済学部 経済学科」を卒業した学生について、
毎年何名程度の採用を想定されますか。（あてはまる番号１つに○）

学生確保（資料）-88



■愛知学院大学「経済学部 経済学科」卒業生に対する採用意向／
採用想定人数＜属性別＞

愛知学院大学「経済学部 経済学科」
卒業生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※愛知学院大学「経済学部 経済学科」に対して、Ｑ10で「採用したいと思う」と回答した企
業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】のうち、Ｑ11で回答した企業が示
す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

全体 (n=693) 643企業 1,272名 

東海 (n=573) 532企業 1,008名 

　愛知県 (n=453) 423企業 821名 

50名未満 (n=107) 97企業 143名 

50名～100名未満 (n=97) 88企業 147名 

100名～500名未満 (n=281) 262企業 476名 

500名～1,000名未満 (n=106) 100企業 216名 

1,000名以上 (n=102) 96企業 290名 

１名～10名未満 (n=337) 305企業 439名 

10名～20名未満 (n=138) 132企業 287名 

増やす (n=187) 181企業 462名 

昨年度並み (n=423) 391企業 725名 

経済・経営・商学 (n=271) 265企業 530名 

社会学 (n=127) 126企業 290名 

法学（政治学など含む） (n=129) 125企業 281名 

特色Ａ　魅力あり (n=625) 598企業 1,193名 

特色Ｂ　魅力あり (n=573) 547企業 1,102名 

特色Ｃ　魅力あり (n=559) 535企業 1,047名 

社
会
的

必
要
性

別 必要だと思う (n=677) 641企業 1,270名 

本
社

所
在
地
別

従
業
員
数
別

正
規
社
員
の

平
均
採
用

人
数
別

本
年
度
の

採
用

予
定
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

「
経
済
学
部

経
済
学
科

」
の
特
色

に
対
す
る
魅
力
度
別

92.8 

92.8 

93.4 

90.7 

90.7 

93.2 

94.3 

94.1 

90.5 

95.7 

96.8 

92.4 

97.8 

99.2 

96.9 

95.7 

95.5 

95.7 

94.7 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業数

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）
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巻末資料 調査票
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調査票

Ｑ１． アンケートにお答えいただいている方の、人事採用への関与度をお教えください。

（あてはまる番号１つに○）

1. 採用の決裁権があり、選考にかかわっている

2. 採用の決裁権はないが、選考にかかわっている

3. 採用時には直接かかわらず、情報や意見を収集・提供する立場にある

Ｑ２． 貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。

Ｑ３． 貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

1. 農・林・漁・鉱業 6. 運輸業 11. 医療・福祉

2. 建設業 7. 卸売・小売業 12. 複合サービス事業

3. 製造業 8. 金融・保険業 13. サービス業

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 9. 不動産業 14. 公務

5. 情報通信業 10. 飲食店・宿泊業 15. その他

Ｑ４． 貴社・貴団体の従業員数（正規社員）について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

1. 50名未満 3. 100名～500名未満 5. 1,000名～5,000名未満

2. 50名～100名未満 4. 500名～1,000名未満 6. 5,000名以上

Ｑ５． 貴社・貴団体の過去３か年の平均的な正規社員の採用数について、お教えください。

（あてはまる番号１つに○）

1. 0名 4. 10名～20名未満 7. 50名～100名未満

2. 1名～5名未満 5. 20名～30名未満 8. 100名以上

3. 5名～10名未満 6. 30名～50名未満

Ｑ６． 貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(あてはまる番号１つに○)

1. 増やす 3. 減らす

2. 昨年度並み 4. 未定

裏面へ続く→

愛知学院大学
「経済学部 経済学科」 に関するアンケート

＜入学定員増　構想中＞

愛知学院大学では2024年（令和６年）４月より、「経済学部 経済学科」 の入学定員増を構想しています。
このアンケートは採用ご担当者の皆様からご意見をお伺いし、より充実した大学や学部・学科にするための参考
資料とさせていただくものです。
このアンケートで得られた情報や回答内容は、上記の目的のための統計資料としてのみ活用し、個人を特定す
ることは一切ありません。
つきましては、ぜひアンケートへのご協力をお願いいたします。

※このアンケートや同封した資料に記載されている事項はすべて予定であり内容が変更になる可能性があります。

はじめに、貴社・貴団体についてお伺いいたします。

本社(本部)所在地 都 ・ 道 ・ 府 ・ 県　←１つに○
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調査票

Ｑ７． 貴社・貴団体では、今後、大学でどのような学問分野を学んだ人物を採用したいとお考えですか。

（あてはまる番号すべてに○）

1. 経済・経営・商学 6. 教員養成・教育学 11. 医・歯・薬学

2. 社会学 7. 生活科学 12. 理学・工学・農水産学

3. 語学・国際関係学 8. 芸術学 13. その他

4. 文学 9. 総合科学 14. 学んだ学問分野にはこだわらない

5. 法学（政治学など含む） 10. 看護・保健学

Ｑ８． 愛知学院大学 「経済学部 経済学科」には、以下のような特色があります。

貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。

（それぞれ、あてはまる番号１つに○）

とても ある程度 あまり まったく

魅力を 魅力を 魅力を 魅力を

感じる 感じる 感じない 感じない

○○である。 → １ ２ ３ ４

Ｑ９． 貴社・貴団体（ご回答者）は、愛知学院大学 「経済学部 経済学科」は、

これからの社会にとって必要だと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

1. 必要だと思う 2. 必要だと思わない

Ｑ10． 貴社・貴団体（ご回答者）では、愛知学院大学 「経済学部 経済学科」を卒業した学生について、

採用したいと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

1. 採用したいと思う 2. 採用したいと思わない

Ｑ11． Ｑ10で「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。

採用を考える場合、愛知学院大学 「経済学部 経済学科」を卒業した学生について、

毎年何名程度の採用を想定されますか。（あてはまる番号１つに○）

1. １名 3. ３名 5. ５名～９名

2. ２名 4. ４名 6. 10名以上

(食物・栄養学、被服学、
児童学など含む)
（美術・デザイン、音楽
など含む）
（人間科学、総合情報学
など含む）

（心理学、考古学、地理学、
歴史学、哲学など含む）

愛知学院大学では、2024年（令和６年）４月に、
「経済学部 経済学科」 の入学定員増を構想しています。

※ ここからは、アンケートに同封している資料をご覧いただいた上でお答えください ※

例．

A. → １ ２ ３ ４
中部圏のビジネスや行政の中心地・名古屋都心に立地する名城公園キャ
ンパスのメリットを生かし、近隣の金融機関や行政機関より招いた多彩な講
師陣から、実践的かつ最新の経済事情について学ぶことができます。

B. → １
持続可能な開発目標(SDGs：Sustainable Development Goals)に関連する環
境政策論や農業政策論といった科目を新たに設置。経済政策を深く学ぶこ
とにより、公務員や公益法人など公共的分野での活躍をめざします。

C. → １ ２
税について学ぶ租税制度論を新たに設置することに加え、大学院と連携し
て学ぶことにより、税理士等の国家資格の取得や国税専門官といった公務
員など、専門的な職業人としての能力を身につけます。

２ ３ ４

３ ４

ご質問は以上です。ご協力ありがとうございました。
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